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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注１）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。 
（注２）「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であ
るかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 114,624 △7.1 △10,568 ― △7,247 ―
20年3月期 123,384 2.4 14,825 △1.2 7,186 △9.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率

経常収益経常利益
率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △23.91 ― △4.7 △0.2 △9.2
20年3月期 23.70 ― 3.9 0.3 12.0

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
連結自己資本比率

（国内基準）
百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

21年3月期 3,841,493 150,373 3.6 462.87 9.54
20年3月期 3,748,627 174,771 4.4 545.54 10.21

（参考） 自己資本   21年3月期  140,267百万円 20年3月期  165,352百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 △20,088 82,798 △2,162 137,014
20年3月期 △48,508 53,111 △2,193 76,486

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 3.50 ― 3.50 7.00 2,121 29.5 1.1
21年3月期 ― 3.50 ― 3.50 7.00 2,121 ― 1.3
22年3月期 

（予想）
― 3.50 ― 3.50 7.00 38.5

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

52,900 △12.0 4,800 △30.2 2,700 △17.4 8.90

通期 104,700 △8.6 9,700 ― 5,500 ― 18.14

－1－



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、25ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、36ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 303,768,975株 20年3月期 303,768,975株
② 期末自己株式数 21年3月期  737,162株 20年3月期  675,153株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

（注１）「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。 
（注２）「単体自己資本比率（国内基準）」は「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当である
かどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 87,262 △4.7 △12,325 ― △7,450 ―
20年3月期 91,569 11.5 13,083 6.5 6,954 △8.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △24.58 ―
20年3月期 22.94 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
単体自己資本比率

（国内基準）
百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

21年3月期 3,778,355 137,742 3.6 454.54 9.20
20年3月期 3,674,183 162,986 4.4 537.74 9.91

（参考） 自己資本 21年3月期  137,742百万円 20年3月期  162,986百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、発表日現在当行が入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づい
ており、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
 前提については、３ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

39,700 △14.3 4,100 △25.3 2,700 △12.7 8.90

通期 78,200 △10.3 8,600 ― 5,400 ― 17.81

－2－



(１)経営成績に関する分析 

Ａ．連結ベースの業績 

当期の日本経済は、原油・原材料価格の高騰や米国大手金融機関の破綻に端を発した世界経済の減速を受け、

景気の後退が鮮明となりました。とりわけ年度後半には、世界的な金融市場の混乱が、各国の実体経済にも大きな

影響を及ぼし、国内においても企業収益の悪化や設備投資・生産の減少が急速な勢いで進み、極めて厳しい経済情

勢となりました。 

東海地方の経済におきましては、主力産業の1つである自動車関連産業において、国内外の需要の急速な減少を

受け生産調整の動きが急速に広まる等、企業の生産活動が著しく弱い動きとなりました。また、個人消費について

も、景気の先行き不透明感から消費者の生活防衛意識が高まり、低調に推移致しました。 

このような経済環境のもと、当行グループ全体で積極的な営業を展開するとともに、資金の効率的な運用・調

達ならびに経営全般にわたる合理化に努めましたが、平成15年３月期以来の損失計上となり、連結ベースの経営成

績は次のとおりとなりました。  

当行グループの連結経常収益はその他経常収益を中心に前年度比87億60百万円減少して1,146億24百万円となり

ました。 

一方、連結経常費用は保有有価証券の減損処理を主要因に前年度比166億33百万円増加して1,251億92百万円とな

り、この結果、連結ベースで経常損失を105億円68百万円（前年度比253億93百万円減少）、当期純損失を72億47百

万円（前年度比144億33百万円減少）計上致しました。 

これにより、当年度の１株当たり連結当期純損失は23円91銭となりました。 

つぎに事業別セグメントの状況は、銀行業での経常収益は前年度比43億７百万円減少し、872億62百万円、経常費

用は前年度比211億29百万円増加し、996億14百万円となりました。これにより、銀行業は経常損失を123億52百万

円（前年度比254億35百万円減少）となりました。 

また、リース業の経常利益は前年度比50百万円減少して３億55百万円、その他事業の経常利益は前年度比１億97

百万円増加し、15億54百万円となりました。 

Ｂ．次期の業績見通し 

当行グループの平成21年度の通期の業績見通しに関しましては、経常収益1,047億円、経常利益97億円、当期純

利益55億円を予想しております。また、中間期につきましては、経常収益529億円、経常利益48億円、中間純利益

27億円を予想しております。 

このうち当行単体では、平成21年度の通期の経常収益は782億円、経常利益86億円、当期純利益54億円を見込ん

でおります。 

(２)財政状態に関する分析 

Ａ．資産、負債等の状況 

当行グループの平成21年３月末の資産は、当行の貸出金を中心に、前年度末に比べ928億円増加し、３兆8,414億

円となりました。負債につきましては、当行の預金を中心に、前年度末に比べ1,172億円増加し、３兆6,911億円と

なりました。 

グループの中核である大垣共立銀行の主要勘定は以下のとおりです。 

[貸出金] 

地元企業の資金需要や個人のお客さまのニーズに積極的にお応えしてまいりました結果、貸出金は前年度末比

1,778億円増加して２兆7,277億円となりました。うち、住宅ローンを中心とする消費者ローン貸出は前年度末比

761億円増加し、8,908億円となりました。 

[預金等] 

預金は個人の定期性預金を中心に前年度末比1,349億円増加し、３兆4,438億円となりました。また、譲渡性預金

は前年度末比49億円増加し、368億円となりました。 

[有価証券] 

有価証券は、市場動向に応じた運用管理に努めました結果、前年度末比1,334億円減少し、7,319億円となりまし

た。 

Ｂ．連結キャッシュ・フローの状況 

当年度の連結キャッシュ・フローにつきましては次のとおりとなりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、預金等の増加による資金流入があったものの、貸出金の増

加等による資金流出が大きく200億円の資金流出となりました。投資活動によるキャッシュ・フローにつきまして

１．経営成績
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は、資金の効率運用として有価証券の売却及び償還による資金流入が、取得による資金流出を上回ったことか

ら、827億円の資金流入となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、配当金の支払

等により21億円の資金流出となりました。以上により、現金同等物当期末残高は前年度に比べ605億円増加して

1,370億円となりました。 

Ｃ．自己資本比率 

自己資本比率（国内基準）（速報値）は、連結ベースで9.54％、単体ベースで9.20％となりました。 

(３)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当行は、経営の健全性の維持・内部留保による財務体質の強化を図りつつ、株主の皆さまへ安定的な配当を実施す

ることを利益配分の基本的な方針としております。 

当期につきましては、この基本方針に則り、当期の業績及び今後の見通し等を踏まえ、１株当たりの期末配当金を

３円50銭とさせていただきました。これにより、当期の年間配当金は1株当たり７円を予定しております。 

また、次期の１株当たり配当金につきましては、中間配当金３円50銭、期末配当金３円50銭の年間７円を予定して

おります。 
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（１）企業集団の事業の内容  

    当行グループは、当行、連結子会社９社で構成され、銀行業務を中心に、リース業務のほか、クレジットカード業 

  務などの金融サービスに係る事業を行っております。グループ会社とのネットワークを通じて、皆様のご要望に的確 

  にお応えできるよう充実した総合金融サービスを提供することで、地域の皆様のお役に立ちたいと考えております。 

   当行グループの事業に係る位置づけは次のとおりです。 

  （銀行業務） 

    当行は、本支店115か店、出張所29か店(平成21年５月15日現在)において、預金業務、貸出業務、内国・外国為替

   業務、国債・投資信託及び保険の窓販、社債の受託及び登録業務等を営み、地域のお客様にフィットした様々な金 

   融商品・金融サービスをお届けしております。また、有価証券投資業務を行い、より効率的な資金運用に努めてお 

   ります。 

    ニューヨーク・香港及び上海駐在員事務所においては、海外に進出もしくは進出を計画されているお客さまのた 

   めに、現地状況の情報収集・提供等を行っております。 

  （リース業務） 

    共友リース株式会社において、リース業務を行い、地域のお客さまのニーズに積極的にお応えしております。 

  （その他業務） 

    そのほか、コンピュータ関連業務、シンクタンク業務、信用保証業務、クレジットカード業務及びベンチャー 

   キャピタル業務を行い、地域のお客さまのニーズに応えるとともに、様々な金融商品・金融サービスを提供してお 

   ります。 

    また、銀行事務の受託・集中処理業務、現金等の精査・整理業務、帳票等の管理業務、文書作成等業務及び 

   不動産担保調査・評価業務を行う子会社を通じて業務の効率化を図っております。 

  

  以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 
  

２．企業集団の状況
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 (２)関係会社の状況 

 （注）１．上記関係会社のうち、特定子会社に該当するものはありません。 

２．上記関係会社のうち、有価証券報告書（又は有価証券届出書）を提出している会社に該当するものはありま

せん。 

３．「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の（ ）内は子会社による間接所有の割合（内書き）であります。

４．「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の（ ）内は、当行の役員（内書き）であります。 

５．共友リース株式会社については、経常収益（連結会社相互間の内部経常収益を除く。）の連結経常収益に占

める割合が100分の10を超えておりますが、事業の種類別セグメントの経常収益に占める当該連結子会社の経

常収益（セグメント間の内部経常収益又は振替高を含む。）の割合が100分の90を超えているため、主要な損

益情報等の記載を省略しております。 

  

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

主要な事業の内
容 

議決権の
所有（又
は被所
有）割合 
（％） 

当行との関係内容 

役員の
兼任等 
（人） 

資金援助 営業上の取引 設備の賃
貸借 業務提携

（連結子会社）                   

共友リース株式会社 
名古屋市 

中村区 
 120 リース業 

85.2

(80.2)

8

(2)
－ 

リース取引関係 

金銭貸借関係 

預金取引関係 

当行より

建物の一

部を賃借 

－ 

共立コンピューター

サービス株式会社 

岐阜県 

大垣市 
 45

コンピュータ関

連業務 

80.7

(75.7)

7

(0)
－ 

事務受託関係 

金銭貸借関係 

預金取引関係 

当行より

建物の一

部を賃借 

－ 

株式会社共立総合研

究所 
 〃  50

シンクタンク業

務 

85.5

(80.5)

7

(2)
－ 

事務受託関係 

預金取引関係 

当行より

建物の一

部を賃借 

－ 

共立信用保証株式会

社 
 〃  90 信用保証業務 

70.1

(65.1)

4

(0)
－ 

事務受託関係 

預金取引関係 
  － － 

共立クレジット株式

会社 
 〃  30

クレジットカー

ド業務 

76.6

(71.6)

4

(1)
－ 

金銭貸借関係 

預金取引関係 

当行より

建物の一

部を賃借 

－ 

共立キャピタル株式

会社 
 〃  80

ベンチャーキャ

ピタル業務 

70.0

(65.0)

4

(2)
－ 

事務受託関係 

金銭貸借関係 

預金取引関係 

当行より

建物の一

部を賃借 

－ 

共立ビジネスサービ

ス株式会社 
 〃  20

銀行事務の受

託・集中処理業

務、現金等の精

査整理業務 

100.0
4

(0)
－ 

事務受託関係 

預金取引関係 

当行より

建物の一

部を賃借 

－ 

共立文書代行株式会

社 
 〃  10

書類作成・保管

業務等 
100.0

4

(0)
－ 

事務受託関係 

預金取引関係 

当行より

建物の一

部を賃借 

－ 

共立不動産調査株式

会社 
 〃  10

不動産担保物件

の調査・評価業

務 

100.0
4

(1)
－ 

事務受託関係 

金銭貸借関係 

預金取引関係 

－ － 
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(１）会社の経営の基本方針 

当行は、「地域に愛され、親しまれ、信頼される銀行」を基本理念に掲げ、地域社会の発展に貢献していくこと

を何にもまして重要な社会的使命としてまいりました。 

今後も、今日まで積み上げてきた地域社会との密接な繋がりを礎として、お客様のニーズに的確かつ迅速にお応

えできるようサービス金融の提供に努めてまいります。また、地域と共に歩む銀行として地域社会の発展に貢献し

ていくとともに、株主ならびに投資家の皆さまにとって魅力ある企業集団を目指してまいります。 

(２）中長期的な会社の経営戦略 

       今後の経済環境は、企業収益の悪化や個人消費の低迷等の影響を受け、一層の後退が懸念され、好調と言われて

いた東海経済においても当面厳しい状況が続くものと思われます。 

   こうした状況下、当行は、平成２１年４月より２ヵ年の新たな中期経営計画「ＣＲＥＳＣＥＮＤＯ（クレッシェン

ド）～より強く、より大きく～」（平成２１年４月～２３年３月）をスタートさせております。 

   本計画では、「地域が苦境に立たされる今こそ、当行の大切な資産である『地域』そして『お客様』のニーズに積

極的にお応えし、ともに成長し発展していくための“絆”をさらに深めていくことが、将来、当行をより強く、大

きくさせる」との考えのもと、「地域のお客様とともに成長し発展する銀行」を目指す姿とし、地域との絆をクレ

ッシェンド（より強く、より大きく）していくことで、地域における絶対的な存在感を確立していく方針としてお

ります。 

   その実現のため、「徹底した顧客満足度の追求」と「成長を支える経営基盤の強化」を重点テーマとして掲げ、以

下の５つの基本戦略を積極的に展開してまいります。 

   Ａ．安定的な収益盤の確立 

    ａ．個人取引（家計メイン化の推進、顧客別マーケティングの高度化） 

    ｂ．法人取引（地域貢献に資する貸出推進、ソリューション型営業の強化、従業員取引の開拓） 

    ｃ．市場取引（有価証券運用力の向上） 

   Ｂ．現場力のさらなる強化 

    ａ．人材マネジメントの強化 

    ｂ．効率的な業務運営体制の整備 

    ｃ．システムインフラの整備 

   Ｃ．利便性の高い営業チャネルの構築 

    ａ．店舗〔対面〕（愛知県：営業エリアの拡大、岐阜県：既存顧客との接点強化） 

    ｂ．ＡＴＭ・インターネット等〔非対面〕 

（利便性・操作性の追求、機能拡充、ダイヤルサービスセンターの強化） 

   Ｄ．経営管理機能の強化 

    ａ．内部管理態勢の充実 

   Ｅ．地域に根ざした取組推進 

    ａ．ＣＳＲへのさらなる取組強化 

    ｂ．地域密着型金融の推進 

  

(３）目標とする経営指標 

中期経営計画「ＣＲＥＳＣＥＮＤＯ（クレッシェンド）」では、先行き不透明な経営環境を踏まえ、１年毎の業

務計画をもって設定することと致しました。 

目標項目については、本業の儲けを示す“コア業務純益”と、最終利益である“当期純利益”、さらには効率化

項目として“コアＯＨＲ”の３項目に絞って取り組んでまいります。 

  

  ※コアＯＨＲ＝経費／コア業務粗利益 

３．経営方針

 項 目 目 標 数 値 （21年度） 

 コア業務純益  １６０億円以上 

 当期純利益  ６０億円以上 

 コアＯＨＲ  ６０％台 
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 (４）会社の対処すべき課題 

      中期経営計画「ＣＲＥＳＣＥＮＤＯ」に則り、当行の強みである顧客目線の経営をさらに徹底し、商品・サービ

スはもちろん、お客様との接点となる店舗等の営業チャネルの充実等による「徹底した顧客満足度の追求」、ま

た、「地域」「お客様」に軸足を置いた営業の積極的な展開による「成長を支える経営基盤の強化」を重点テーマ

として、経営の喫緊な課題である次代の飛躍に向けた強固な経営基盤の構築に取組んでまいります。 

    金融業界を取り巻く環境は大きく変化しており、今後もこうした状況に対し、当行グループとして的確に対応し

てまいります。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 ※7  103,397 ※7  156,451

コールローン及び買入手形 60,222 60,448

買入金銭債権 4,535 4,028

商品有価証券 ※7  2,883 ※7  3,464

有価証券 ※1, ※7, ※14  870,585 ※1, ※7, ※14  736,818

貸出金
※2, ※3, ※4, ※5, ※6, ※8

2,543,788

※2, ※3, ※4, ※5, ※6, ※8

2,721,152

外国為替 ※6  3,476 ※6  4,590

リース債権及びリース投資資産 － 50,804

その他資産 ※7  59,572 ※7  56,276

有形固定資産 ※10, ※11  96,637 ※10, ※11  38,317

建物 9,903 10,083

土地 ※9  22,922 ※9  23,028

リース資産 － 35

建設仮勘定 144 －

その他の有形固定資産 63,665 5,170

無形固定資産 2,644 3,538

ソフトウエア 1,799 2,550

リース資産 － 146

その他の無形固定資産 845 841

繰延税金資産 6,196 20,606

支払承諾見返 ※14  36,956 ※14  33,513

貸倒引当金 △42,240 △48,473

投資損失引当金 △29 △45

資産の部合計 3,748,627 3,841,493

負債の部   

預金 ※7  3,293,264 ※7  3,428,954

譲渡性預金 31,562 36,382

コールマネー及び売渡手形 3,967 14,370

債券貸借取引受入担保金 ※7  29,401 ※7  14,652

借用金 ※7, ※12  87,804 ※7, ※12  78,902

外国為替 593 227

社債 ※13  20,000 ※13  20,000

その他負債 59,001 52,150

賞与引当金 1,710 1,679

役員賞与引当金 38 －

退職給付引当金 4,961 5,108

役員退職慰労引当金 588 570

睡眠預金払戻損失引当金 239 253

ポイント引当金 － 558
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

繰延税金負債 － 16

再評価に係る繰延税金負債 ※9  3,766 ※9  3,777

支払承諾 ※7, ※14  36,956 ※7, ※14  33,513

負債の部合計 3,573,856 3,691,119

純資産の部   

資本金 27,971 27,971

資本剰余金 17,233 17,232

利益剰余金 95,104 85,713

自己株式 △391 △420

株主資本合計 139,918 130,497

その他有価証券評価差額金 23,384 7,923

繰延ヘッジ損益 △905 △1,126

土地再評価差額金 ※9  2,954 ※9  2,972

評価・換算差額等合計 25,434 9,769

少数株主持分 9,419 10,106

純資産の部合計 174,771 150,373

負債及び純資産の部合計 3,748,627 3,841,493
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

経常収益 123,384 114,624

資金運用収益 67,236 67,510

貸出金利息 48,240 51,421

有価証券利息配当金 15,630 13,350

コールローン利息及び買入手形利息 2,091 1,519

預け金利息 967 925

その他の受入利息 306 291

役務取引等収益 18,146 16,354

その他業務収益 3,784 4,097

その他経常収益 ※1  34,216 ※1  26,662

経常費用 108,559 125,192

資金調達費用 16,792 14,946

預金利息 9,381 9,779

譲渡性預金利息 188 203

コールマネー利息及び売渡手形利息 723 253

債券貸借取引支払利息 1,539 831

借用金利息 1,513 1,463

社債利息 383 380

その他の支払利息 3,063 2,034

役務取引等費用 6,333 6,599

その他業務費用 4,772 6,394

営業経費 42,179 42,941

その他経常費用 38,481 54,310

貸倒引当金繰入額 5,697 11,227

その他の経常費用 ※2  32,784 ※2  43,083

経常利益又は経常損失（△） 14,825 △10,568

特別利益 227 921

固定資産処分益 44 0

償却債権取立益 16 19

貸倒引当金戻入益 19 3

リース会計基準の適用に伴う影響額 － 884

移転補償金 132 14

その他の特別利益 14 0

特別損失 1,192 791

固定資産処分損 349 132

減損損失 ※3  107 1

リース資産評価損 － 656

役員退職慰労引当金繰入額 526 －

睡眠預金払戻損失引当金繰入額 206 －

その他の特別損失 2 0
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

13,860 △10,438

法人税、住民税及び事業税 6,208 800

法人税等調整額 △267 △4,877

法人税等合計  △4,077

少数株主利益 732 885

当期純利益又は当期純損失（△） 7,186 △7,247
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 27,971 27,971

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 27,971 27,971

資本剰余金   

前期末残高 17,233 17,233

当期変動額   

自己株式の処分 0 △1

当期変動額合計 0 △1

当期末残高 17,233 17,232

利益剰余金   

前期末残高 90,026 95,104

当期変動額   

剰余金の配当 △2,122 △2,121

当期純利益又は当期純損失（△） 7,186 △7,247

自己株式の処分 － △3

土地再評価差額金の取崩 13 △17

当期変動額合計 5,078 △9,390

当期末残高 95,104 85,713

自己株式   

前期末残高 △325 △391

当期変動額   

自己株式の取得 △71 △72

自己株式の処分 5 43

当期変動額合計 △65 △29

当期末残高 △391 △420

株主資本合計   

前期末残高 134,905 139,918

当期変動額   

剰余金の配当 △2,122 △2,121

当期純利益又は当期純損失（△） 7,186 △7,247

自己株式の取得 △71 △72

自己株式の処分 5 38

土地再評価差額金の取崩 13 △17

当期変動額合計 5,012 △9,420

当期末残高 139,918 130,497
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 59,282 23,384

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △35,897 △15,461

当期変動額合計 △35,897 △15,461

当期末残高 23,384 7,923

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △458 △905

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △447 △221

当期変動額合計 △447 △221

当期末残高 △905 △1,126

土地再評価差額金   

前期末残高 2,968 2,954

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13 17

当期変動額合計 △13 17

当期末残高 2,954 2,972

評価・換算差額等合計   

前期末残高 61,792 25,434

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △36,358 △15,664

当期変動額合計 △36,358 △15,664

当期末残高 25,434 9,769

少数株主持分   

前期末残高 8,989 9,419

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 429 687

当期変動額合計 429 687

当期末残高 9,419 10,106
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 205,687 174,771

当期変動額   

剰余金の配当 △2,122 △2,121

当期純利益又は当期純損失（△） 7,186 △7,247

自己株式の取得 △71 △72

自己株式の処分 5 38

土地再評価差額金の取崩 13 △17

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △35,928 △14,976

当期変動額合計 △30,916 △24,397

当期末残高 174,771 150,373
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

13,860 △10,438

減価償却費 21,173 3,112

減損損失 107 1

のれん償却額 0 0

貸倒引当金の増減（△） △954 6,233

投資損失引当金の増減額（△は減少） 21 15

賞与引当金の増減額（△は減少） 76 △31

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 3 △38

退職給付引当金の増減額（△は減少） 53 146

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 588 △17

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 239 14

資金運用収益 △67,236 △67,510

資金調達費用 16,792 14,946

有価証券関係損益（△） 946 20,416

固定資産処分損益（△は益） 202 110

商品有価証券の純増（△）減 874 △581

貸出金の純増（△）減 △134,635 △177,363

預金の純増減（△） 73,895 135,689

譲渡性預金の純増減（△） 3,582 4,819

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

454 △8,902

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 265 7,475

コールローン等の純増（△）減 △7,820 △225

コールマネー等の純増減（△） △8,495 10,403

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △1,690 △14,749

外国為替（資産）の純増（△）減 756 △1,114

外国為替（負債）の純増減（△） 160 △365

資金運用による収入 68,647 67,007

資金調達による支出 △14,865 △12,732

賃貸資産の増減額（△は増加） △20,251 57,925

リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 － △50,804

その他 7,824 4,498

小計 △45,422 △12,056

法人税等の支払額 △3,086 △8,318

法人税等の還付額 － 286

営業活動によるキャッシュ・フロー △48,508 △20,088
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △302,570 △400,622

有価証券の売却による収入 240,714 191,487

有価証券の償還による収入 117,808 295,447

有形固定資産の取得による支出 △2,773 △2,206

有形固定資産の売却による収入 125 17

無形固定資産の取得による支出 △423 △1,337

無形固定資産の売却による収入 108 0

その他 123 12

投資活動によるキャッシュ・フロー 53,111 82,798

財務活動によるキャッシュ・フロー   

劣後特約付借入れによる収入 4,000 8,000

劣後特約付借入金の返済による支出 △4,000 △8,000

配当金の支払額 △2,122 △2,121

少数株主への配当金の支払額 △5 △6

自己株式の取得による支出 △71 △72

自己株式の売却による収入 5 38

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,193 △2,162

現金及び現金同等物に係る換算差額 31 △18

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,440 60,528

現金及び現金同等物の期首残高 74,045 ※  76,486

現金及び現金同等物の期末残高 ※  76,486 ※  137,014
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 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社   9社 

 主要な連結子会社名は、「２ 企業集

団の状況 （２）関係会社の状況」に記

載しているため省略しました。 

(1）連結子会社   9社 

同左 

  (2）非連結子会社 

共立ぎふサクセスファンド投資事業有

限責任組合 

岐阜県－共立ベンチャーサポート投資

事業組合 

非連結子会社は、その資産、経常収

益、当期純損益（持分に見合う額）、

利益剰余金（持分に見合う額）及び繰

延ヘッジ損益（持分に見合う額）等か

らみて、連結の範囲から除いても企業

集団の財政状態及び経営成績に関する

合理的な判断を妨げない程度に重要性

が乏しいため、連結の範囲から除外し

ております。 

(2）非連結子会社 

共立ぎふサクセスファンド投資事業有

限責任組合 

非連結子会社は、その資産、経常収

益、当期純損益（持分に見合う額）、

利益剰余金（持分に見合う額）及び繰

延ヘッジ損益（持分に見合う額）等か

らみて、連結の範囲から除いても企業

集団の財政状態及び経営成績に関する

合理的な判断を妨げない程度に重要性

が乏しいため、連結の範囲から除外し

ております。 

また、 岐阜県－共立ベンチャーサ

ポート投資事業組合は、平成20年８月

に精算しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社 

 該当ありません。 

(1）持分法適用の非連結子会社 

同左 

  (2）持分法適用の関連会社 

 該当ありません。 

(2）持分法適用の関連会社 

同左 

  (3）持分法非適用の非連結子会社 

共立ぎふサクセスファンド投資事業有

限責任組合 

岐阜県－共立ベンチャーサポート投資

事業組合 

  持分法非適用の非連結子会社は、当

期純損益（持分に見合う額）、利益剰

余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッ

ジ損益（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財

務諸表に重要な影響を与えないため、

持分法の対象から除いております。 

(3）持分法非適用の非連結子会社  

共立ぎふサクセスファンド投資事業有

限責任組合 

  持分法非適用の非連結子会社は、当

期純損益（持分に見合う額）、利益剰

余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッ

ジ損益（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財

務諸表に重要な影響を与えないため、

持分法の対象から除いております。 

 また、岐阜県－共立ベンチャーサポ

ート投資事業組合は、平成20年８月に

精算しております。 

  (4）持分法非適用の関連会社 

該当ありません。  

(4）持分法非適用の関連会社 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は次のとおりであり

ます。 

３月末日  ９社 

同左 
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前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

 商品有価証券の評価は、時価法（売却

原価は移動平均法により算定）により行

っております。 

 連結子会社は商品有価証券を保有して

おりません。 

(1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

同左 

  (2）有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債

券については移動平均法による償却原価

法（定額法）、その他有価証券のうち時

価のあるものについては連結決算日の市

場価格等に基づく時価法（売却原価は主

として移動平均法により算定）、時価の

ないものについては移動平均法による原

価法又は償却原価法により行っておりま

す。 

なお、その他有価証券の評価差額につ

いては、全部純資産直入法により処理し

ております。  

(2）有価証券の評価基準及び評価方法 

同左 

  (3）デリバティブ取引の評価基準及び評価

方法 

 デリバティブ取引の評価は、時価法に

より行っております。 

(3）デリバティブ取引の評価基準及び評価

方法 

同左 

  (4）減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当行の有形固定資産は、定率法を採

用しております。 

 また、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物 ３年～60年  

 動産 ２年～20年 

連結子会社の有形固定資産について

は、当行と同じ方法で償却しておりま

すが、一部の連結子会社の有形固定資

産については、定額法により償却して

おります。  

 また、リース資産については、リー

ス期間を償却年数とする定額法により

償却しております。 

(4）減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）

 当行の有形固定資産は、定率法を採

用しております。 

 また、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物  ３年～60年  

 その他 ２年～20年 

連結子会社の有形固定資産について

は、当行と同じ方法で償却しておりま

すが、一部の連結子会社の有形固定資

産については、定額法により償却して

おります。  

  (会計方針の変更)  

平成19年度税制改正に伴い、平成19年

４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく償

却方法により減価償却費を計上しており

ます。この変更により、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、従来の方法に

よった場合に比べ100百万円減少してお

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 
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前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (追加情報) 

当連結会計年度より、平成19年３月31

日以前に取得した有形固定資産について

は、償却可能限度額に達した連結会計年

度の翌連結会計年度以後、残存簿価を５

年間で均等償却しております。なお、こ

れによる連結貸借対照表等に与える影響

は軽微であります。  

  ② 無形固定資産 

 無形固定資産は、定額法により償却

しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、当行及び連結子

会社で定める利用可能期間（主として

５年）に基づく定額法により償却して

おります。 

 なお、一部の連結子会社で市場販売

目的のソフトウェアについて、会社で

定める有効期間に基づく定額法により

償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

 無形固定資産は、定額法により償却

しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、当行及び連結子

会社で定める利用可能期間（主として

５年）に基づく定額法により償却して

おります。 

 なお、一部の連結子会社で市場販売

目的のソフトウェアについて、会社で

定める有効期間に基づく定額法により

償却しております。 

    

──── 

    

③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係る「有形固定資産」及び「無

形固定資産」中のリース資産は、リー

ス期間を耐用年数とした定額法によっ

ております。なお、残存価額について

は、リース契約上に残価保証の取決め

があるものは当該残価保証額とし、そ

れ以外のものは零としております。 

  (5）繰延資産の処理方法 

株式交付費は資産として計上し、３

年間の均等償却を行っております。 

社債発行費は社債の償還期間にわた

り定額法により償却しております。 

(5）繰延資産の処理方法 

社債発行費は資産として計上し、社

債の償還期間にわたり定額法により償

却しております。 

  (6）貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている

償却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に

係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び

貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委

員会報告第４号）に規定する正常先債権

及び要注意先債権に相当する債権につい

ては、一定の種類毎に分類し、過去の一

定期間における各々の貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき引き当ててお

ります。破綻懸念先債権に相当する債権

については、債権額から担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち必要と認める額

を引き当てております。破綻先債権及び

(6）貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている

償却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並

びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関

する実務指針」（日本公認会計士協会銀

行等監査特別委員会報告第４号）に規定

する正常先債権及び要注意先債権に相当

する債権については、一定の種類毎に分

類し、過去の一定期間における各々の貸

倒実績から算出した貸倒実績率等に基づ

き引き当てております。破綻懸念先債権

に相当する債権については、債権額から

担保の処分可能見込額及び保証による回

収可能見込額を控除し、その残額のうち

必要と認める額を引き当てております。

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当す
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前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  実質破綻先債権に相当する債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し

た残額を引き当てております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準

に基づき、営業関連部署が資産査定を実

施し、当該部署から独立した資産監査部

署が査定結果を監査しており、その査定

結果により上記の引当を行っておりま

す。 

 連結子会社の貸倒引当金は、一般債権

については過去の貸倒実績率等を勘案し

て必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引

き当てております。 

る債権については、債権額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除した残額を引き当てており

ます。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準

に基づき、営業関連部署が資産査定を実

施し、当該部署から独立した資産監査部

署が査定結果を監査しており、その査定

結果により上記の引当を行っておりま

す。 

 連結子会社の貸倒引当金は、一般債権

については過去の貸倒実績率等を勘案し

て必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引

き当てております。 

  (7）投資損失引当金の計上基準 

 当行の投資損失引当金は、投資に対す

る損失に備えるため、有価証券の発行会

社の財政状態等を勘案して必要と認めら

れる額を計上しております。 

(7）投資損失引当金の計上基準 

同左 

  (8）賞与引当金の計上基準 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払

いに備えるため、従業員に対する賞与の

支給見込額のうち、当連結会計年度に帰

属する額を計上しております。 

(8）賞与引当金の計上基準 

同左 

   (9)役員賞与引当金の計上基準 

 役員賞与引当金は、役員への賞与の支

払いに備えるため、役員に対する賞与の

支給見込額のうち、当連結会計年度に帰

属する額を計上しております。 

 (9)役員賞与引当金の計上基準 

同左 

  (10)退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、必要額を計上しております。ま

た、過去勤務債務及び数理計算上の差異

の損益処理方法は以下のとおりでありま

す。 

(10)退職給付引当金の計上基準 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、必要額を計上しております。ま

た、過去勤務債務及び数理計算上の差異

の損益処理方法は以下のとおりでありま

す。  

  過去勤務債務  ：その発生時の従業員

の平均残存勤務期間

内の一定の年数（５

年）による定額法に

より損益処理 

過去勤務債務  ：その発生時の従業員

の平均残存勤務期間

内の一定の年数（５

年）による定額法に

より損益処理 

  

  

数理計算上の差異：各連結会計年度の発

生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一

定の年数（14年）に

数理計算上の差異：各連結会計年度の発

生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一

定の年数（14年）に
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前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  よる定額法により按

分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計

年度から損益処理 

(追加情報)  

従来、当行は数理計算上の差異の損益

処理年数を15年としておりましたが、従

業員の平均残存勤務期間が短くなったた

め、14年に変更しております。 

よる定額法により按

分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計

年度から損益処理 

  

  (11)役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職

慰労金の支払いに備えるため、役員に対

する退職慰労金の支給見積額のうち、当

連結会計年度末までに発生していると認

められた額を計上しております。 

(11)役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職

慰労金の支払いに備えるため、役員に対

する退職慰労金の支給見積額のうち、当

連結会計年度末までに発生していると認

められた額を計上しております。 

  (会計方針の変更)  

従来、役員退職慰労金は、支出時に費

用処理しておりましたが、「租税特別措

置法上の準備金及び特別法上の引当金又

は準備金並びに役員退職慰労引当金等に

関する監査上の取扱い」(日本公認会計

士協会監査・保証実務委員会報告第42号

平成19年４月13日)が平成19年４月１日

以後開始する連結会計年度から適用され

ることに伴い、当連結会計年度から同報

告を適用しております。これにより、従

来の方法に比べ、営業経費は73百万円、

特別損失は526百万円増加し、経常利益

は73百万円、税金等調整前当期純利益は

600百万円それぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

  (12)睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、睡眠預金

の預金者による払戻請求に備えるため、

過去の払戻実績に基づく支払実績等を勘

案して将来の払戻請求に基づく支払見積

額を計上しております。  

(12)睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、睡眠預金

の預金者による払戻請求に備えるため、

過去の払戻実績に基づく支払実績等を勘

案して将来の払戻請求に基づく支払見積

額を計上しております。  

  

  

(会計方針の変更)  

従来、一定の要件を満たす睡眠預金に

ついては、負債計上を中止し利益計上す

るとともに、当該睡眠預金の預金者によ

る払戻請求に基づく支出時に費用処理し

ておりましたが、「租税特別措置法上の

準備金及び特別法上の引当金又は準備金

並びに役員退職慰労引当金等に関する監

査上の取扱い」(日本公認会計士協会監

査・保証実務委員会報告第42号平成19年

４月13日)が平成19年４月１日以後開始

する連結会計年度から適用されることに
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前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  伴い、当連結会計年度から同報告を適用

しております。 

これにより、従来の方法に比べ、経常

利益は32百万円、税金等調整前当期純利

益は239百万円それぞれ減少しておりま

す。  

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

    

──── 

(13)ポイント引当金の計上基準 

ポイント引当金は、主としてポイント

制サービス「サンクスポイント・プレゼ

ント」におけるサンクスポイントの将来

の負担に備えるため、当連結会計年度末

において将来利用される見込額を合理的

に見積もり、必要と認められる額を計上

しております。 

  (14)外貨建資産・負債の換算基準 

 当行の外貨建資産・負債は、連結決算

日の為替相場による円換算額を付してお

ります。 

 連結子会社の外貨建資産・負債は、そ

れぞれの決算日等の為替相場により換算

しております。 

(14)外貨建資産・負債の換算基準 

同左 

  (15)リース取引の処理方法 

 当行及び連結子会社のリース物件の所

有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に準じた会計処

理によっております。 

(15)リース取引の処理方法 

当行及び連結子会社の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年４月１日前に開始する連

結会計年度に属するものについては、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によってお

ります 

    

──── 

(16)リース取引の収益・費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る収益・

費用の計上基準については、リース料受取

時に売上高と売上原価を計上する方法によ

っております。 

  

  

(17)重要なヘッジ会計の方法 

(イ)金利リスク・ヘッジ 

 当行の金融資産・負債から生じる金利

リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における金融商品会計基準適用

に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第24号。以下「業種別監査委員会報

告第24号」という。）に規定する繰延ヘ

ッジによっております。ヘッジ有効性評

価は、キャッシュ・フローを固定するヘ

ッジについて、ヘッジ対象とヘッジ手段

の金利変動要素の相関関係の検証により

行っております。 

(17)重要なヘッジ会計の方法 

(イ)金利リスク・ヘッジ 

 当行の金融資産・負債から生じる金利

リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における金融商品会計基準適用

に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第24号。以下「業種別監査委員会報

告第24号」という。）に規定する繰延ヘ

ッジによっております。ヘッジ有効性評

価は、キャッシュ・フローを固定するヘ

ッジについて、ヘッジ対象とヘッジ手段

の金利変動要素の相関関係の検証により

行っております。 
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前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

   また、当連結会計年度末の連結貸借対

照表に計上している繰延ヘッジ損益のう

ち、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する当面の会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第15号）を適用して実施し

ておりました多数の貸出金・預金等から

生じる金利リスクをデリバティブ取引を

用いて総体で管理する従来の「マクロヘ

ッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、「マ

クロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッ

ジ手段の平均残存期間に応じ平成15年度

から10年間にわたって資金調達費用とし

て期間配分しております。 

 また、当連結会計年度末の連結貸借対

照表に計上している繰延ヘッジ損益のう

ち、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する当面の会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第15号）を適用して実施し

ておりました多数の貸出金・預金等から

生じる金利リスクをデリバティブ取引を

用いて総体で管理する従来の「マクロヘ

ッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、「マ

クロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッ

ジ手段の平均残存期間に応じ平成15年度

から10年間にわたって資金調達費用とし

て期間配分しております。 

   なお、当連結会計年度末における「マ

クロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は

321百万円（税効果額控除前）でありま

す。 

 なお、当連結会計年度末における「マ

クロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は

134百万円（税効果額控除前）でありま

す。 

   なお、一部の資産・負債については、

金利スワップの特例処理を行っておりま

す。 

 なお、一部の資産・負債については、

金利スワップの特例処理を行っておりま

す。 

   連結子会社のヘッジ会計の方法は、金

利スワップの特例処理を行っておりま

す。 

 連結子会社のヘッジ会計の方法は、金

利スワップの特例処理を行っておりま

す。 

  (ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

 当行の外貨建金融資産・負債から生じ

る為替変動リスクに対するヘッジ会計の

方法は、「銀行業における外貨建取引等

の会計処理に関する会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第25号。以下「業種別監査

委員会報告第25号」という。）に規定す

る繰延ヘッジによっております。ヘッジ

有効性評価は、外貨建金銭債権債務等の

為替変動リスクを減殺する目的で行う通

貨スワップ取引及び為替スワップ取引等

をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外

貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段

の外貨ポジション相当額が存在すること

を確認することにより行っております。

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

同左 

  (18)消費税等の会計処理 

 当行及び連結子会社の消費税及び地方

消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。 

(18)消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

 ６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 ５年間の定額法により償却を行っており

ます。 

同左 
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前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金

預け金」のうち現金及び日本銀行への預け

金であります。 

同左 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 (金融商品に関する会計基準) 

 「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号)及

び「金融商品会計に関する実務指針」(日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第14号)等における有価証券の範囲

に関する規定が一部改正され(平成19年６月15日付及び７

月４日付)、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業

年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計

年度から改正会計基準及び実務指針を適用しております。

  

────  

 (連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針) 

 企業集団内の会社に投資(子会社株式等)を売却した場合

の税効果会計について、「連結財務諸表における税効果会

計に関する実務指針」(日本公認会計士協会会計制度委員

会報告第６号平成19年３月29日)の第30－２項を当連結会

計年度から適用しております。なお、これによる連結貸借

対照表等に与える影響は軽微であります。 

  

────  

  

──── 

 (リース取引に関する会計基準) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）

が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度から適用さ

れることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計

基準及び適用指針を適用しております。 

なお、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始す

る連結会計年度に属する所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引につきましては、平成19年度連結会計年度末におけ

る固定資産の適正な帳簿価額（減価償却累計額控除後）を

取得価額としてリース投資資産に計上しております。利息

相当額については、その総額を残存リース期間中の各期に

定額で配分しております。 

これにより、「リース債権及びリース投資資産」が

50,804百万円計上され、「有形固定資産」が同額減少し、

経常損失及び税金等調整前当期純損失は、それぞれ129百

万円減少しております。 
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前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  

  

また、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）の

適用に伴い、リース債権の流動化に関しては、金融取引か

ら売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しておりま

す。 

これにより、従来の方法によった場合に比べて、経常収

益は4,758百万円、経常費用は4,512百万円それぞれ減少

し、経常損失は245百万円、特別利益は884百万円それぞれ

増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

──── （連結貸借対照表関係） 

  前連結会計年度において「その他負債」中の未払費用

に含めておりましたポイント引当金相当額は、金額的な

重要性が増したこと、及びポイント引当金の会計処理に

関する慣行が定着してきたことを踏まえ、ポイント引当

金として区分表示することと致しました。なお、前連結

会計年度末における「その他負債」中の未払費用に含め

ていたポイント引当金相当額は273百万円であります。  
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

 ※１．有価証券には、非連結子会社の出資金455百万円を

含んでおります。 

 ※１．有価証券には、非連結子会社の出資金415百万円を

含んでおります。 

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は8,414百万円、延滞

債権額は62,785百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい

う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97

号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で

あります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。 

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は14,476百万円、延滞

債権額は56,636百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい

う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97

号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で

あります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。 

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は928百万円

であります。 

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ

ります。 

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は886百万円

であります。 

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ

ります。 

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は26,113百万円

であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。 

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は22,581百万円

であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。 

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は98,241百万円であ

ります。 

 なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。 

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は94,580百万円であ

ります。 

 なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。 

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しております

が、その額面金額は46,031百万円であります。 

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しております

が、その額面金額は39,938百万円であります。 
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前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※７．担保に供している資産は次のとおりであります。 ※７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産   

預け金       85百万円

有価証券     75,440百万円

その他資産のうち   

割賦債権        516百万円

その他の資産      171百万円

オフバランスのリース債権       9,035百万円

担保に供している資産   

預け金     85百万円

有価証券    60,394百万円

その他資産のうち   

割賦債権       224百万円

その他の資産      317百万円

未経過リース料       7,564百万円

担保資産に対応する債務   

預金     42,529百万円

債券貸借取引受入担保金     29,401百万円

借用金     17,620百万円

支払承諾       78百万円

担保資産に対応する債務   

預金  49,917百万円

債券貸借取引受入担保金     14,652百万円

借用金     5,123百万円

支払承諾       73百万円

 上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、有価証券62,155百万円、

商品有価証券104百万円を差し入れております。 

 また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は169

百万円、デリバティブ取引差入金は1,839百万円、保

証金は418百万円及び敷金は536百万円であります。 

 なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）

に基づき金融取引として処理しておりますが、当連結

会計年度末において該当するものはありません。 

 上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、有価証券69,408百万円、

商品有価証券104百万円を差し入れております。 

 また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は169

百万円、デリバティブ取引差入金は4,968百万円、保

証金は639百万円及び敷金は546百万円であります。 

 なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）

に基づき金融取引として処理しておりますが、当連結

会計年度末において該当するものはありません。 

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

969,762百万円であります。このうち原契約期間が１

年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なも

のが957,472百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フロ

ーに影響を与えるものではありません。これらの契約

の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他

相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行

申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられております。ま

た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等

の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めて

いる行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握

し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等

を講じております。 

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

1,015,955百万円であります。このうち原契約期間が

１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能な

ものが1,000,985百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フロ

ーに影響を与えるものではありません。これらの契約

の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他

相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行

申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられております。ま

た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等

の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めて

いる行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握

し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等

を講じております。 
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前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、当行の事業用土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日    平成10年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税の課税価格計算の基礎となる土地の価額に

時点修正等、合理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地

の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事

業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

           9,607百万円 

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価

を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日    平成10年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税の課税価格計算の基礎となる土地の価額に

時点修正等、合理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地

の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事

業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

                9,965百万円 

※10．有形固定資産の減価償却累計額    121,179百万円 ※10．有形固定資産の減価償却累計額     71,001百万円

※11．有形固定資産の圧縮記帳額      1,447百万円

（当連結会計年度圧縮記帳額    83百万円）

※11．有形固定資産の圧縮記帳額      1,553百万円

（当連結会計年度圧縮記帳額   109百万円）

※12．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位で

ある旨の特約が付された劣後特約付借入金32,000百万

円が含まれております。 

※12．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位で

ある旨の特約が付された劣後特約付借入金32,000百万

円が含まれております。 

 ※13．社債は、劣後特約付社債20,000百万円であります。  ※13．社債は、劣後特約付社債20,000百万円であります。

 ※14．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は17,011百万円であります。 

 ※14．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は13,458百万円であります。 
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．その他経常収益には、リース業に係る収益27,600百

万円を含んでおります。 

※１．その他経常収益には、リース業に係る収益23,026百

万円を含んでおります。 

※２．その他の経常費用には、リース業に係る費用27,194

百万円、株式等償却3,686百万円、株式売却損739百万

円及び延滞債権売却損392百万円を含んでおります。 

※２．その他の経常費用には、リース業に係る費用22,831

百万円、株式等償却16,822百万円を含んでおります。

※３．当行は、以下の資産について減損損失を計上してお

ります。 

──── 

  

場所 用途 種類 減損損失(百万円)

岐阜県内 遊休資産

７か所 

土地、 

建物及び

動産等 

 

(うち土地   13)

(うち建物   90)

(うち動産等  1)

105

愛知県内  遊休資産 

１か所  

建物 

  

 

 

1

  

遊休資産について、投資額の回収が見込めないもの

について減損損失を計上することといたしました。 

資産のグルーピングについて、営業用店舗について

は管理会計上の最小区分である営業店単位をグルーピ

ング単位とし、遊休資産については各遊休資産をグル

ーピング単位としております。 

また、本店、事務センター、研修所、社宅等につい

ては共用資産としております。 

減損損失の測定に使用した回収可能額は、正味売却

価額によっており、主として不動産鑑定評価額から処

分費用見込額を控除して算定しております。 
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Ⅰ 前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項                         (単位:千株) 

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加116千株は、単元未満株式の買取りによる増加116千株であります。また、普通

株式の自己株式の株式数の減少９千株は、単元未満株式の売渡しによる減少９千株であります。   

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。  

３．配当に関する事項 

  

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数 

当連結会計年度増
加株式数 

当連結会計年度減
少株式数 

当連結会計年度末
株式数 

 摘要 

発行済株式           

普通株式  303,768  －  －  303,768   

合計  303,768  －  －  303,768      

自己株式           

普通株式  567  116  9  675  (注) 

合計  567  116  9  675      

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たりの金
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  1,061  3.50 平成19年３月31日 平成19年６月25日 

平成19年11月20日 

取締役会 
普通株式  1,061  3.50 平成19年９月30日 平成19年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たりの
金額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  1,060 利益剰余金  3.50 平成20年３月31日 平成20年６月25日
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Ⅱ 当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項                         (単位:千株) 

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加136千株は、単元未満株式の買取りによる増加136千株であります。また、普通

株式の自己株式の株式数の減少74千株は、単元未満株式の売渡しによる減少74千株であります。   

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。  

３．配当に関する事項 

（１）当連結会計年度中の配当金支払額  

  

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   次のとおり、決議を予定しております。 

  

  
前連結会計年度末
株式数 

当連結会計年度増
加株式数 

当連結会計年度減
少株式数 

当連結会計年度末
株式数 

 摘要 

発行済株式           

普通株式  303,768  －  －  303,768   

合計  303,768  －  －  303,768      

自己株式           

普通株式  675  136  74  737  (注) 

合計  675  136  74  737      

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たりの金
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  1,060  3.50 平成20年３月31日 平成20年６月25日 

平成20年11月14日 

取締役会 
普通株式  1,060  3.50 平成20年９月30日 平成20年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たりの
金額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  1,060 利益剰余金  3.50 平成21年３月31日 平成21年６月24日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  （単位 百万円）

平成20年３月31日現在   

現金預け金勘定           103,397 

日銀預け金以外の預け金       △26,911 

現金及び現金同等物             76,486 

  （単位 百万円）

平成21年３月31日現在   

現金預け金勘定         156,451 

日銀預け金以外の預け金    △19,436 

現金及び現金同等物      137,014 
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前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

－

  
銀行業 

（百万円） 
リース業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 経常収益及び経常損益             

経常収益             

(1)外部顧客に対する経常収益  91,142  27,253  4,988  123,384  －  123,384

(2)セグメント間の内部経常収

益 
 427  346  4,350  5,124 (5,124)  －

計  91,569  27,600  9,339  128,509 (5,124)  123,384

経常費用  78,485  27,194  7,982  113,662 (5,103)  108,559

経常利益  13,083  405  1,357  14,846 (20)  14,825

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産  3,674,179  76,126  23,949  3,774,254 (25,627)  3,748,627

減価償却費  2,512  18,646  101  21,261 (87)  21,173

減損損失  107  －  －  107  －  107

資本的支出  2,992  21,845  44  24,882 (110)  24,771

  
銀行業 

（百万円） 
リース業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 経常収益及び経常損益             

経常収益             

(1)外部顧客に対する経常収益  86,846  23,026  4,751  114,624  －  114,624

(2)セグメント間の内部経常収

益 
 416  348  4,917  5,682 (5,682)  －

計  87,262  23,375  9,668  120,306 (5,682)  114,624

経常費用  99,614  23,020  8,114  130,748 (5,556)  125,192

経常利益又は経常損失

（△） 
 △12,352  355  1,554  △10,442 (126)  △10,568

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産  3,778,315  64,176  24,143  3,866,635 (25,142)  3,841,493

減価償却費  2,997  25  136  3,158 (46)  3,112

減損損失  1  －  －  1  －  1

資本的支出  3,518  173  153  3,845 (24)  3,820
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（注）１．事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、その他の事業は、コンピュータ関連業

務、信用保証業務、クレジットカード業務等であります。  

２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

３．会計方針の変更 

(前連結会計年度) 

 有形固定資産の減価償却方法の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（４）①に記載のとおり、当連結会計年度よ

り、当行及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、有形固定資産の減価償却方法を変更しております。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、経常費用は「銀行業」で99百万円、「リース業」で０百万

円及び「その他の事業」で１百万円増加し、経常利益が各事業で同額減少しております。 

役員退職慰労引当金の計上基準 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（11）に記載のとおり、当連結会計年度より

「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上

の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年４月13日）を適用し、役員退職

慰労引当金を計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、経常費用は「銀行業」

で60百万円、「リース業」で4百万円及び「その他の事業」で９百万円増加し、経常利益が各事業で同額減

少しております。 

睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（12）に記載のとおり、当連結会計年度より

「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上

の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年４月13日）を適用し、睡眠預金

払戻損失引当金を計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、経常費用は「銀行

業」で32百万円増加し、経常利益が同額減少しております。 

(当連結会計年度) 

 リース取引に関する会計基準の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度から適用さ

れることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。 

なお、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年度に属する所有権移転外ファイナン

ス・リース取引につきましては、平成19年度連結会計年度末における固定資産の適正な帳簿価額（減価償却

累計額控除後）を取得価額としてリース投資資産に計上しております。利息相当額については、その総額を

残存リース期間中の各期に定額で配分しております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べて「リース業」の経常利益は129百万円増加しております。

なお、「銀行業」、「その他の事業」の経常利益への影響は軽微です。 

 また、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）の適用に伴い、リース債権の流動化に関

しては、金融取引から売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。 

 これにより、従来の方法によった場合に比べて、「リース業」の経常収益は4,758百万円、経常費用は

4,512百万円、経常利益は245百万円それぞれ減少し、特別利益は884百万円増加しております。 
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前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報は記載しており

ません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報は記載しており

ません。 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．国際業務経常収益
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 （注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。  

    ２ １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、次のとおりであります。   

  ３ なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。 

  

     該当事項ありません。 

  

 リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付に関する注記事項につい

ては、決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

なお、ストック・オプション等及び企業結合等は該当ありません。  

（１株当たり情報）

    

前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

 １株当たり純資産額 円  545.54  462.87

 １株当たり当期純利益金額 

（△は１株当たり当期純損失金額）  
円  23.70  △23.91

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額 
円  －  －

    
前連結会計年度末 

（平成20年３月31日） 

当連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 

純資産の部の合計額 百万円  174,771  150,373

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円  9,419  10,106

うち少数株主持分 百万円  9,419  10,106

普通株式に係る期末の純資産額 百万円  165,352  140,267

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数 
千株  303,093  303,031

    

前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

（△は１株当たり当期純損失金額）  
    

当期純利益（△は当期純損失） 百万円  7,186  △7,247

普通株主に帰属しない金額 百万円  －  －

普通株式に係る当期純利益 

（△は普通株式に係る当期純損失）  
百万円  7,186  △7,247

普通株式の期中平均株式数 千株  303,143  303,055

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額 百万円  －  －

普通株式増加数 千株  －  －

うち新株予約権 千株  －  －

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 102,520 156,057

現金 60,344 61,696

預け金 ※7  42,175 ※7  94,360

コールローン 60,222 60,448

買入金銭債権 4,535 4,028

商品有価証券 ※7  2,883 ※7  3,464

商品国債 2,883 3,453

商品地方債 0 11

有価証券 ※7, ※14  865,347 ※7, ※14  731,908

国債 195,502 161,031

地方債 155,034 199,273

社債 278,012 203,619

株式 ※1  112,086 ※1  74,247

その他の証券 ※1  124,711 ※1  93,736

貸出金
※2, ※3, ※4, ※5, ※8

2,549,955

※2, ※3, ※4, ※5, ※8

2,727,771

割引手形 ※6  44,896 ※6  38,995

手形貸付 311,808 281,315

証書貸付 1,866,383 2,056,987

当座貸越 326,868 350,472

外国為替 3,476 4,590

外国他店預け 1,481 2,809

買入外国為替 ※6  1,138 ※6  945

取立外国為替 856 835

その他資産 42,433 41,405

未決済為替貸 4,144 3,672

前払費用 242 301

未収収益 5,554 5,256

先物取引差入証拠金 169 169

金融派生商品 20,672 13,785

社債発行費 101 89

その他の資産 ※7  11,547 ※7  18,130

有形固定資産 ※10, ※11  35,311 ※10, ※11  35,161

建物 9,040 9,253

土地 ※9  22,651 ※9  22,756

リース資産 － 263

建設仮勘定 144 －

その他の有形固定資産 3,475 2,887

無形固定資産 2,640 3,395

ソフトウエア 1,806 2,565
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

その他の無形固定資産 833 829

繰延税金資産 3,840 18,304

支払承諾見返 ※14  36,956 ※14  33,513

貸倒引当金 △35,932 △41,693

投資損失引当金 △8 △0

資産の部合計 3,674,183 3,778,355

負債の部   

預金 ※7  3,308,925 ※7  3,443,845

当座預金 190,619 202,912

普通預金 1,398,154 1,433,192

貯蓄預金 66,806 64,027

通知預金 14,857 13,388

定期預金 1,545,836 1,629,050

定期積金 10,848 10,019

その他の預金 81,801 91,254

譲渡性預金 31,962 36,822

コールマネー 3,967 14,370

債券貸借取引受入担保金 ※7  29,401 ※7  14,652

借用金 32,000 32,000

借入金 ※12  32,000 ※12  32,000

外国為替 593 227

売渡外国為替 469 205

未払外国為替 123 22

社債 ※13  20,000 ※13  20,000

その他負債 36,445 33,692

未決済為替借 927 669

未払法人税等 4,841 104

未払費用 6,046 7,802

前受収益 2,204 1,976

従業員預り金 2,537 2,624

給付補てん備金 8 9

金融派生商品 16,154 16,818

リース債務 － 263

その他の負債 3,726 3,423

賞与引当金 1,519 1,480

役員賞与引当金 38 －

退職給付引当金 4,847 4,964

役員退職慰労引当金 533 523

睡眠預金払戻損失引当金 239 253

ポイント引当金 － 488
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

再評価に係る繰延税金負債 ※9  3,766 ※9  3,777

支払承諾 ※7, ※14  36,956 ※7, ※14  33,513

負債の部合計 3,511,197 3,640,613

純資産の部   

資本金 27,971 27,971

資本剰余金 17,232 17,232

資本準備金 17,232 17,232

その他資本剰余金 0 －

利益剰余金 92,799 83,205

利益準備金 13,536 13,536

その他利益剰余金 79,263 69,668

別途積立金 70,578 75,578

繰越利益剰余金 8,685 △5,909

自己株式 △391 △420

株主資本合計 137,612 127,988

その他有価証券評価差額金 23,324 7,907

繰延ヘッジ損益 △905 △1,126

土地再評価差額金 ※9  2,954 ※9  2,972

評価・換算差額等合計 25,373 9,753

純資産の部合計 162,986 137,742

負債及び純資産の部合計 3,674,183 3,778,355
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

経常収益 91,569 87,262

資金運用収益 66,848 67,195

貸出金利息 47,928 51,184

有価証券利息配当金 15,559 13,279

コールローン利息 2,090 1,512

買入手形利息 0 7

預け金利息 965 924

金利スワップ受入利息 41 46

その他の受入利息 260 241

役務取引等収益 15,955 14,079

受入為替手数料 3,851 3,719

その他の役務収益 12,104 10,360

その他業務収益 3,785 4,097

外国為替売買益 1,813 835

商品有価証券売買益 26 76

国債等債券売却益 1,940 3,184

その他の業務収益 5 0

その他経常収益 4,981 1,889

株式等売却益 4,455 1,384

その他の経常収益 525 ※3  505

経常費用 78,485 99,587

資金調達費用 16,044 14,256

預金利息 9,413 9,811

譲渡性預金利息 188 203

コールマネー利息 723 253

債券貸借取引支払利息 1,539 831

借用金利息 732 740

社債利息 383 380

金利スワップ支払利息 900 788

その他の支払利息 2,163 1,246

役務取引等費用 6,877 7,246

支払為替手数料 768 746

その他の役務費用 6,109 6,500

その他業務費用 4,772 6,394

国債等債券売却損 2,084 2,100

国債等債券償還損 － 1,041

国債等債券償却 900 2,706

社債発行費償却 11 11

金融派生商品費用 1,775 533

営業経費 41,554 41,970
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

その他経常費用 9,236 29,719

貸倒引当金繰入額 4,510 9,760

貸出金償却 9 26

株式等売却損 739 2,364

株式等償却 3,627 16,785

その他の経常費用 ※1  349 781

経常利益又は経常損失（△） 13,083 △12,325

特別利益 178 14

固定資産処分益 42 0

償却債権取立益 3 0

移転補償金 132 14

特別損失 1,114 130

固定資産処分損 327 128

減損損失 ※2  107 1

役員退職慰労引当金繰入額 472 －

睡眠預金払戻損失引当金繰入額 206 －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 12,147 △12,440

法人税、住民税及び事業税 5,410 100

法人税等調整額 △217 △5,090

法人税等合計  △4,990

当期純利益又は当期純損失（△） 6,954 △7,450
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 27,971 27,971

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 27,971 27,971

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 17,232 17,232

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 17,232 17,232

その他資本剰余金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 －

資本剰余金合計   

前期末残高 17,232 17,232

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 17,232 17,232

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 13,536 13,536

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,536 13,536

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

前期末残高 5 －

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 △5 －

当期変動額合計 △5 －

当期末残高 － －

別途積立金   

前期末残高 65,578 70,578
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期変動額   

別途積立金の積立 5,000 5,000

当期変動額合計 5,000 5,000

当期末残高 70,578 75,578

繰越利益剰余金   

前期末残高 8,834 8,685

当期変動額   

剰余金の配当 △2,122 △2,121

当期純利益又は当期純損失（△） 6,954 △7,450

自己株式の処分 － △4

特別償却準備金の取崩 5 －

別途積立金の積立 △5,000 △5,000

土地再評価差額金の取崩 13 △17

当期変動額合計 △148 △14,594

当期末残高 8,685 △5,909

利益剰余金合計   

前期末残高 87,953 92,799

当期変動額   

剰余金の配当 △2,122 △2,121

当期純利益又は当期純損失（△） 6,954 △7,450

自己株式の処分 － △4

土地再評価差額金の取崩 13 △17

当期変動額合計 4,845 △9,594

当期末残高 92,799 83,205

自己株式   

前期末残高 △325 △391

当期変動額   

自己株式の取得 △71 △72

自己株式の処分 5 43

当期変動額合計 △65 △29

当期末残高 △391 △420

株主資本合計   

前期末残高 132,832 137,612

当期変動額   

剰余金の配当 △2,122 △2,121

当期純利益又は当期純損失（△） 6,954 △7,450

自己株式の取得 △71 △72

自己株式の処分 5 38

土地再評価差額金の取崩 13 △17

当期変動額合計 4,780 △9,623
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期末残高 137,612 127,988

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 59,153 23,324

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △35,829 △15,416

当期変動額合計 △35,829 △15,416

当期末残高 23,324 7,907

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △458 △905

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △447 △221

当期変動額合計 △447 △221

当期末残高 △905 △1,126

土地再評価差額金   

前期末残高 2,968 2,954

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13 17

当期変動額合計 △13 17

当期末残高 2,954 2,972

評価・換算差額等合計   

前期末残高 61,664 25,373

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △36,290 △15,619

当期変動額合計 △36,290 △15,619

当期末残高 25,373 9,753

純資産合計   

前期末残高 194,496 162,986

当期変動額   

剰余金の配当 △2,122 △2,121

当期純利益又は当期純損失（△） 6,954 △7,450

自己株式の取得 △71 △72

自己株式の処分 5 38

土地再評価差額金の取崩 13 △17

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △36,290 △15,619

当期変動額合計 △31,509 △25,243

当期末残高 162,986 137,742
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 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

重要な会計方針

  
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．商品有価証券の評価基準

及び評価方法 

 商品有価証券の評価は、時価法（売却原

価は移動平均法により算定）により行って

おります。 

同左 

２．有価証券の評価基準及び

評価方法 

 有価証券の評価は、満期保有目的の債券

については移動平均法による償却原価法

（定額法）、子会社株式については移動平

均法による原価法、その他有価証券のうち

時価のあるものについては決算日の市場価

格等に基づく時価法（売却原価は移動平均

法により算定）、時価のないものについて

は移動平均法による原価法又は償却原価法

により行っております。 

 なお、その他有価証券の評価差額につい

ては、全部純資産直入法により処理してお

ります。 

同左 

  

３．デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法 

 デリバティブ取引の評価は、時価法によ

り行っております。 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

有形固定資産は、定率法を採用してお

ります。また、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

 建物  ３年～60年 

 動産  ２年～20年 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法を採用してお

ります。また、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

 建物   ３年～60年 

 その他  ２年～20年 

  (会計方針の変更) 

 平成19年度税制改正に伴い、平成19年

４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく償

却方法により減価償却費を計上しており

ます。この変更により、経常利益及び税

引前当期純利益は、従来の方法によった

場合に比べ99百万円減少しております。

  

  

  (追加情報) 

 当事業年度より、平成19年３月31日以

前に取得した有形固定資産については、

償却可能限度額に達した事業年度の翌事

業年度以後、残存簿価を５年間で均等償

却しております。なお、これによる貸借

対照表等に与える影響は軽微でありま

す。 

  

  

  (2）無形固定資産 

 無形固定資産は、定額法により償却し

ております。なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、行内における利用可能

期間（５年）に基づいて償却しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

 無形固定資産は、定額法により償却し

ております。なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、行内における利用可能

期間（５年）に基づいて償却しておりま

す。 
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前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  ──── (3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係る「有形固定資産」中のリース資

産は、リース期間を耐用年数とした定額

法によっております。なお、残存価額に

ついては、リース契約上に残価保証の取

決めがあるものは当該残価保証額とし、

それ以外のものは零としております。 

５．繰延資産の処理方法  株式交付費は資産として計上し、３年間

の均等償却を行っております。 

 社債発行費は社債の償還期間にわたり 

定額法により償却しております。  

 社債発行費は資産として計上し、社債の

償還期間にわたり定額法により償却してお

ります。 

６．外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場

による円換算額を付しております。 

同左 

７．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 貸倒引当金は、予め定めている償却・

引当基準に則り、次のとおり計上してお

ります。 

 「銀行等金融機関の資産の自己査定に

係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び

貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委

員会報告第４号）に規定する正常先債権

及び要注意先債権に相当する債権につい

ては、一定の種類毎に分類し、過去の一

定期間における各々の貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき引き当ててお

ります。破綻懸念先債権に相当する債権

については、債権額から担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち必要と認める額

を引き当てております。破綻先債権及び

実質破綻先債権に相当する債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し

た残額を引き当てております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準

に基づき、営業関連部署が資産査定を実

施し、当該部署から独立した資産監査部

署が査定結果を監査しており、その査定

結果により上記の引当を行っておりま

す。 

(1)貸倒引当金 

 貸倒引当金は、予め定めている償却・

引当基準に則り、次のとおり計上してお

ります。 

 「銀行等金融機関の資産の自己査定並

びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関

する実務指針」（日本公認会計士協会銀

行等監査特別委員会報告第４号）に規定

する正常先債権及び要注意先債権に相当

する債権については、一定の種類毎に分

類し、過去の一定期間における各々の貸

倒実績から算出した貸倒実績率等に基づ

き引き当てております。破綻懸念先債権

に相当する債権については、債権額から

担保の処分可能見込額及び保証による回

収可能見込額を控除し、その残額のうち

必要と認める額を引き当てております。

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当す

る債権については、債権額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除した残額を引き当てており

ます。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準

に基づき、営業関連部署が資産査定を実

施し、当該部署から独立した資産監査部

署が査定結果を監査しており、その査定

結果により上記の引当を行っておりま

す。 

  (2)投資損失引当金 

 投資損失引当金は、投資に対する損失

に備えるため、有価証券の発行会社の財

政状態等を勘案して必要と認められる額

を計上しております。 

(2)投資損失引当金 

同左 
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前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (3)賞与引当金 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払

いに備えるため、従業員に対する賞与の

支給見込額のうち、当事業年度に帰属す

る額を計上しております。 

(3)賞与引当金 

同左 

   (4)役員賞与引当金 

 役員賞与引当金は、役員への賞与の支

払いに備えるため、役員に対する賞与の

支給見込額のうち、当事業年度に帰属す

る額を計上しております。 

 (4)役員賞与引当金 

同左 

  (5)退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、

過去勤務債務及び数理計算上の差異の損

益処理方法は以下のとおりであります。

(5)退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、

過去勤務債務及び数理計算上の差異の損

益処理方法は以下のとおりであります。

  過去勤務債務  ：その発生年度の従業

員の平均残存勤務期

間内の一定の年数

（５年）による定額

法により損益処理 

過去勤務債務  ：その発生年度の従業

員の平均残存勤務期

間内の一定の年数

（５年）による定額

法により損益処理 

  数理計算上の差異：各発生年度の従業員

の平均残存勤務期間

内の一定の年数（14

年）による定額法に

より按分した額を、

それぞれ発生の翌事

業年度から損益処理

数理計算上の差異：各発生年度の従業員

の平均残存勤務期間

内の一定の年数（14

年）による定額法に

より按分した額を、

それぞれ発生の翌事

業年度から損益処理

  (追加情報)    

  従来、数理計算上の差異の損益処理年

数を15年としておりましたが、従業員の

平均残存勤務期間が短くなったため、14

年に変更しております。 

  

  (6)役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金は、役員への退

職慰労金の支払いに備えるため、役員

に対する退職慰労金の支給見積額のう

ち、当事業年度末までに発生している

と認められる額を計上しております。 

(6)役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金は、役員への退

職慰労金の支払いに備えるため、役員

に対する退職慰労金の支給見積額のう

ち、当事業年度末までに発生している

と認められる額を計上しております。 

  (会計方針の変更) 

 従来、役員退職慰労金は、支出時に費

用処理をしておりましたが、「租税特別

措置法上の準備金及び特別法上の引当金

又は準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」(日本公認会

計士協会監査・保証実務委員会報告第42

号平成19年４月13日)が平成19年４月１

日以後開始する事業年度から適用される

ことに伴い、当事業年度から同報告を適
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前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  用しております。これにより、従来の方

法に比べ、営業経費は60百万円、特別損

失は472百万円それぞれ増加し、経常利益

は60百万円、税引前当期純利益は533百万

円それぞれ減少しております。 

  

  

  (7)睡眠預金払戻損失引当金 

 睡眠預金の預金者による払戻請求に

備えるため、過去の払戻請求に基づく

支払実績等を勘案して将来の払戻請求

に基づく支払見積額を睡眠預金払戻損

失引当金として計上しております。 

(7)睡眠預金払戻損失引当金 

 睡眠預金払戻損失引当金は、睡眠預

金の預金者による払戻請求に備えるた

め、過去の払戻請求に基づく支払実績

等を勘案して将来の払戻請求に基づく

支払見積額を計上しております。 

  (会計方針の変更) 

 従来、一定の要件を満たす睡眠預金に

ついては、負債計上を中止し利益計上す

るとともに、当該睡眠預金の預金者によ

る払戻請求に基づく支出時に費用処理を

しておりましたが、「租税特別措置法上

の準備金及び特別法上の引当金又は準備

金並びに役員退職慰労引当金等に関する

監査上の取扱い」(日本公認会計士協会

監査・保証実務委員会報告第42号平成19

年４月13日)が平成19年４月１日以後開

始する事業年度から適用されることに伴

い、当事業年度から同報告を適用してお

ります。 

 これにより、従来の方法に比べ、経常

利益は32百万円、税引前当期純利益は

239百万円それぞれ減少しております。 

  

  

  

  ──── 

  

(8)ポイント引当金 

 ポイント引当金は、ポイント制サー

ビス「サンクスポイント・プレゼン

ト」におけるサンクスポイントの将来

の負担に備えるため、当事業年度末に

おいて将来利用される見込額を合理的

に見積もり、必要と認められる額を計

上しております。 

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に準

じた会計処理によっております。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年４月

１日前に開始する事業年度に属するものに

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計

処理によっております。 
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前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

９．ヘッジ会計の方法 (イ)金利リスク・ヘッジ 

 金融資産・負債から生じる金利リスク

に対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における金融商品会計基準適用に関する

会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第24

号。以下「業種別監査委員会報告第24

号」という。）に規定する繰延ヘッジに

よっております。ヘッジ有効性評価は、

キャッシュ・フローを固定するヘッジに

ついて、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利

変動要素の相関関係の検証により行って

おります。 

 また、当事業年度末の貸借対照表に計

上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関

する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第15号）を適用して実施しておりま

した多数の貸出金・預金等から生じる金

利リスクをデリバティブ取引を用いて総

体で管理する従来の「マクロヘッジ」に

基づく繰延ヘッジ損失は、「マクロヘッ

ジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の

平均残存期間に応じ平成15年度から10年

間にわたって、資金調達費用として期間

配分しております。 

 なお、当事業年度末における「マクロ

ヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は321

百万円（税効果額控除前）であります。

 また、一部の資産・負債については金

利スワップの特例処理を行っておりま

す。  

(イ)金利リスク・ヘッジ 

 金融資産・負債から生じる金利リスク

に対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における金融商品会計基準適用に関する

会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第24

号。以下「業種別監査委員会報告第24

号」という。）に規定する繰延ヘッジに

よっております。ヘッジ有効性評価は、

キャッシュ・フローを固定するヘッジに

ついて、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利

変動要素の相関関係の検証により行って

おります。 

 また、当事業年度末の貸借対照表に計

上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関

する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第15号）を適用して実施しておりま

した多数の貸出金・預金等から生じる金

利リスクをデリバティブ取引を用いて総

体で管理する従来の「マクロヘッジ」に

基づく繰延ヘッジ損失は、「マクロヘッ

ジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の

平均残存期間に応じ平成15年度から10年

間にわたって、資金調達費用として期間

配分しております。 

 なお、当事業年度末における「マクロ

ヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は134

百万円（税効果額控除前）であります。

 また、一部の資産・負債については金

利スワップの特例処理を行っておりま

す。  

  (ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

 外貨建金融資産・負債から生じる為替

変動リスクに対するヘッジ会計の方法

は、「銀行業における外貨建取引等の会

計処理に関する会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会業種別監査委

員会報告第25号。以下「業種別監査委員

会報告第25号」という。）に規定する繰

延ヘッジによっております。ヘッジ有効

性評価は、外貨建金銭債権債務等の為替

変動リスクを減殺する目的で行う通貨ス

ワップ取引及び為替スワップ取引等をヘ

ッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建

金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外

貨ポジション相当額が存在することを確

認することにより行っております。 

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

同左 
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前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

10．消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税(以下、消費税等

という。)の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

 ただし、固定資産に係る控除対象外消費

税等は当事業年度の費用に計上しておりま

す。 

同左 

  

  

会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 （金融商品に関する会計基準） 

 「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号)及

び「金融商品会計に関する実務指針」(日本公認会計士協

会会計制度委員会報告14号)等における有価証券の範囲に

関する規定が一部改正され(平成19年６月15日付及び同７

月４日付)、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業

年度から適用されることになったことに伴い、当事業年

度から改正会計基準及び実務指針を適用しております。 

──── 

──── 

  

 （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号同前）が平成20年４月１日以後開始する事業年度か

ら適用されることになったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び適用指針を適用しております。 

これにより、従来の方法に比べ、「有形固定資産」中

のリース資産は263百万円、「その他負債」中の「リース

債務」は263百万円増加しておりますが、経常損失及び税

引前当期純損失に与える影響は軽微であります。 

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

──── 

  

（貸借対照表関係） 

 前事業年度において未払費用に含めておりましたポイ

ント引当金相当額は、金額的な重要性が増したこと、及

びポイント引当金の会計処理に関する慣行が定着してき

たことを踏まえ、ポイント引当金として区分表示するこ

とと致しました。なお、前事業年度末における未払費用

に含めていたポイント引当金相当額は208百万円でありま

す。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

※１．関係会社の株式及び出資額総額     334百万円 ※１．関係会社の株式及び出資額総額        309百万円

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は8,366百万円、延滞

債権額は62,508百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい

う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97

号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で

あります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。 

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は14,425百万円、延滞

債権額は56,347百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい

う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97

号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で

あります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。 

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は909百万円

であります。 

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ

ります。 

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は865百万円

であります。 

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ

ります。 

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は26,113百万円

であります。 

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。 

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は22,581百万円

であります。 

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。 

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は97,897百万円であ

ります。 

 なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。 

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は94,220百万円であ

ります。 

 なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。 

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しております

が、その額面金額は46,031百万円であります。 

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しております

が、その額面金額は39,938百万円であります。 
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前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

※７．担保に供している資産は次のとおりであります。 ※７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産   

預け金       85百万円

有価証券      75,440百万円

その他の資産     171百万円

担保に供している資産   

預け金         85百万円

有価証券      60,394百万円

その他の資産        317百万円

担保資産に対応する債務   

預金      42,529百万円

債券貸借取引受入担保金      29,401百万円

支払承諾       78百万円

担保資産に対応する債務   

預金      49,917百万円

債券貸借取引受入担保金      14,652百万円

支払承諾         73百万円

 上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、有価証券62,155百万円、

商品有価証券104百万円を差し入れております。ま

た、その他の資産のうち、デリバティブ取引差入金は

1,839百万円、保証金は375百万円及び敷金は501百万

円であります。 

 なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）

に基づき金融取引として処理しておりますが、当事業

年度末で該当する取引はありません。 

 上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、有価証券69,408百万円、

商品有価証券104百万円を差し入れております。ま

た、その他の資産のうち、デリバティブ取引差入金は

4,968百万円、保証金は593百万円及び敷金は511百万

円であります。 

 なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）

に基づき金融取引として処理しておりますが、当事業

年度末で該当する取引はありません。 

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

937,518百万円であります。このうち原契約期間が１

年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なも

のが925,229百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与え

るものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があ

るときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付

けられております。また、契約時において必要に応じ

て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内手続きに基づき顧客の

業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保

全上の措置等を講じております。 

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

992,069百万円であります。このうち原契約期間が１

年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なも

のが977,100百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与え

るものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があ

るときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付

けられております。また、契約時において必要に応じ

て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内手続きに基づき顧客の

業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保

全上の措置等を講じております。 
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前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相

当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。 

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相

当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日    平成10年３月31日 再評価を行った年月日    平成10年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税の課税価格計算の基礎となる土地の価額に

時点修正等の合理的な調整を行って算出。 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税の課税価格計算の基礎となる土地の価額に

時点修正等の合理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地

の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

         9,607百万円 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地

の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用

の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

              9,965百万円 

※10．有形固定資産の減価償却累計額      39,438百万円 ※10．有形固定資産の減価償却累計額      39,997百万円

※11．有形固定資産の圧縮記帳額  1,272百万円 

(当事業年度圧縮記帳額     83百万円)

※11．有形固定資産の圧縮記帳額      1,378百万円 

(当事業年度圧縮記帳額       109百万円)

※12．借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位であ

る旨の特約が付された劣後特約付借入金32,000百万円

であります。 

※12．借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位であ

る旨の特約が付された劣後特約付借入金32,000百万円

であります。 

 ※13．社債は、劣後特約付社債20,000百万円であります。  ※13．社債は、劣後特約付社債20,000百万円であります。

 ※14．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保

証債務の額は17,011百万円であります。 

 ※14．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保

証債務の額は13,458百万円であります。 
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前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項                                                    (単位:千株) 

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加116千株は、単元未満株式の買取りによる増加116千株であります。また、普通

株式の自己株式の株式数の減少9千株は単元未満株式の売渡しによる減少9千株であります。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項                                                    (単位:千株) 

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加136千株は、単元未満株式の買取りによる増加136千株であります。また、普通

株式の自己株式の株式数の減少74千株は単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少74千株であります。 

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．その他の経常費用には、延滞債権売却損170百万円

を含んでおります。 

──── 

※２．以下の資産について減損損失を計上しております。 ──── 

場所 用途 種類 減損損失(百万円)

岐阜県内 遊休資産

７か所 

土地、 

建物及び

動産等 

 

(うち土地   13)

(うち建物   90)

(うち動産等  1)

105

愛知県内 遊休資産 

１か所 

建物 

  

 

 

1

  

遊休資産について、投資額の回収が見込めないもの

について減損損失を計上することといたしました。 

資産のグルーピングについて、営業用店舗について

は管理会計上の最小区分である営業店単位をグルーピ

ング単位とし、遊休資産については各遊休資産をグル

ーピング単位としております。また、本店、事務セン

ター、研修所、社宅等については共用資産としており

ます。 

減損損失の測定に使用した回収可能額は、正味売却

価額によっており、主として不動産鑑定評価額から処

分費用見込額を控除して算定しております。 

  

──── ※３．その他の経常収益には、土地建物賃貸料170百万円

を含んでおります。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数 

当事業年度増加株
式数 

当事業年度減少株
式数 

当事業年度末株式
数 

 摘要 

自己株式                           

 普通株式  567  116  9  675  (注) 

合計  567  116  9  675      

  
前事業年度末株式
数 

当事業年度増加株
式数 

当事業年度減少株
式数 

当事業年度末株式
数 

 摘要 

自己株式                           

 普通株式  675  136  74  737  (注) 

合計  675  136  74  737      
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役  員  の  異  動 

（平成２１年６月２３日付） 

 

 

◇ 新 任 取 締 役 候 補 

 

 

伊

イ

 藤

トウ

 久

ヒサ

 雄

オ

（現 システム部長） 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 新 任 取 締 役 候 補 略 歴 

 

 

伊

イ

 藤

トウ

 久

ヒサ

 雄

オ

 （昭和２９年７月１５日生） 

          学 歴    昭和５２年 ３月  明治大学商学部卒業 

          職 歴   昭和５２年 ４月  当行入行 

          昭和６２年  ４月  事務管理部調査役 

          平成 ８年１０月  業務開発部調査役 

          平成 ９年１０月   システム部調査役 

                    平成１５年  ５月  システム部長 

                     現在に至る 

 

 

       

 以   上 
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Ⅰ 平成 21 年３月期決算の概況 

１．概要【単体】 

（１）損益の状況 

 

 

 

 

 

 

Ａ．業務純益 

（単位 百万円） 

  
平成 21 年３月期 

平成 20 年３月期比 
平成 20 年３月期 

業 務 粗 利 益 ５７,４７５ △１,４１９ ５８,８９４

 う ち 資 金 利 益 ５２,９３９ ２,１３６ ５０,８０３

 う ち 役 務 取 引 等 利 益 ６,８３３ △２,２４４ ９,０７７

 う ち そ の 他 業 務 利 益 △２,２９７ △１,３１１ △９８６

経 費 ４１,５９５ △３５ ４１，６３０

 う ち 人 件 費 ２２,９８３ ３９０ ２２,５９３

 う ち 物 件 費 １６,９１３ △２６６ １７,１７９

 う ち 税 金 １,６９８ △１５９ １,８５７

業務純益(一般貸倒引当金繰入前) １５,８８０ △１,３８３ １７,２６３

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ３,４７０ ３,３２５ １４５

業 務 純 益 １２,４０９ △４,７０９ １７,１１８

・業務粗利益は、①貸出金の増加等により資金利益が前期比 21 億円増加したこと、②預り資産の販売不芳に

よる手数料等の減少により役務取引等利益が前期比 22 億円減少したこと、③国債等債券関係損益の減少等

によりその他業務利益が前期比 13 億円減少したことから、前期比 14 億円減少しました。 

・経費は前期と同程度で推移し 415 億円、一般貸倒引当金繰入額は予防的な引当の実施により前期比 33 億円増

加し34億円となりました。 

・以上から、業務純益は前期比 47 億円減少して 124 億円となりました。 

 

Ｂ．経常利益 

（単位 百万円） 

  
平成 21 年３月期 

平成 20 年３月期比 
平成 20 年３月期 

臨 時 損 益 △２４,７３４ △２０,７００ △４,０３４

 う ち 不 良 債 権 処 理 損 失 ６,４２８ １,８８４ ４,５４４

  う ち 貸 出 金 償 却 ２６ １７ ９

  うち個別貸倒引当金純繰入額 ６,２８９ １,９２５ ４,３６４

  うちバルク等債権売却処理損 １１２ △５８ １７０

 うち株式等損益（３勘定尻） △１７,７６６ △１７,８５３ ８７

  う ち 株 式 等 売 却 益 １,３８４ △３,０７１ ４,４５５

  う ち 株 式 等 売 却 損 ２,３６４ １,６２５ ７３９

  う ち 株 式 等 償 却 １６,７８５ １３,１５８ ３,６２７

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 （ △ ） △１２,３２５ △２５,４０８ １３,０８３

・株式等損益は、減損処理により株式等償却が前期比 131 億円増加したことなどから、△177 億円となりまし

た。不良債権の処理額は、前期比 18 億円増加し、64 億円となりました。 

・以上から、経常損失 123 億円を計上することとなりました。

平成 21 年３月期の損益状況は、中期経営計画「ＴＨＥ ＮＥＸＴ」の最終年度として収益力強化等に取り

組みましたが、金融市場の混乱及び国内外の急激な景気悪化等、経済環境の変化のなか、業務粗利益は 574

億円（前期比 14 億円減少）、業務純益は 124 億円（前期比 47 億円減少）となりました。また、経済環境の

悪化を受け、有価証券の減損処理の増加、予防的な引当の実施により、経常損失 123 億円を計上することと

なりました。 
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Ｃ．当期純利益 

（単位 百万円） 

  
平成 21 年３月期 

平成 20 年３月期比 
平成 20 年３月期 

特 別 損 益 △１１５ ８２１ △９３６

 う ち 固 定 資 産 処 分 損 益 △１２８ １５６ △２８４

 う ち 移 転 補 償 金 収 入 １４ △１１８ １３２

 う ち  減   損   損   失 １ △１０６ １０７

 うち役員退職慰労引当金繰入額 ―  △４７２ ４７２

 うち睡眠預金払戻損失引当金繰入額 ―  △２０６ ２０６

税 引 前 当 期 純 利 益 

又は税引前当期純損失（△） 
△１２,４４０ △２４,５８７ １２,１４７

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １００ △５,３１０ ５,４１０

法 人 税 等 調 整 額 △５,０９０ △４,８７３ △２１７

当期純利益又は当期純損失（△） △７,４５０ △１４,４０４ ６,９５４

・特別損益は、前期に役員退職慰労引当金繰入額、睡眠預金払戻損失引当金繰入額を特別損失として計上した

ことから、前期比８億円の増加となりました。 

・以上により、当期純損失は 74 億円となりました。 

 

（２）主要な勘定の状況 

（単位 億円） 

   
平成21年３月期 

20 年９月期比 20 年３月期比
平成20年９月期 平成20年３月期

末 残 27,277 1,195 1,778 26,082 25,499
貸 出 金 

平 残 26,299 546 1,771 25,753 24,528

末 残 7,319 △858 △1,334 8,177 8,653
有 価 証 券 

平 残 7,940 △516 △937 8,456 8,877

末 残 34,438 700 1,349 33,738 33,089
預 金 

平 残 33,656 146 1,123 33,510 32,533

末 残 368 △20 49 388 319
譲渡性預金 

平 残 406 △37 13 443 393

・貸出金は、岡崎支店の出店等愛知県での積極的な展開により、末残ベースで前期比 1,778 億円増加して、

2 兆 7,277 億円となりました。 

・有価証券は、市場動向を踏まえ運用に努めました結果、末残ベースで前期比 1,334 億円減少して、7,319

億円となりました。 

・預金は、末残ベースで前期比 1,349 億円増加して、3 兆 4,438 億円となりました。また、譲渡性預金は、

前期比 49 億円増加して、368 億円となりました。 

 

（３）個人預り資産の状況 

（単位 億円） 

  
 平成21年３月期 

20 年９月期比 20 年３月期比
平成20年９月期 平成20年３月期

 投 資 信 託 1,628 △472 △679 2,100 2,307 

 生 命 保 険 1,526 125 271 1,401 1,255 

 公 共 債 3,286 △10 73 3,296 3,213 

 外 貨 預 金 324 67 70 257 254 

合 計 6,765 △291 △265 7,056 7,030 

・生命保険、公共債、外貨預金については堅調に推移しましたが、投資信託は基準価格の低下を主要因に前期

比 679 億円減少しました。 
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２．損益状況 

（１）【単体】                                   （単位 百万円） 

   
平成 21 年３月期 

平成 20 年３月期比 
平成 20 年３月期 

業 務 粗 利 益 １ ５７,４７５ △１,４１９ ５８,８９４ 

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２ (     ６０,１４０) (       ２０１) (     ５９,９３９)

 国 内 業 務 粗 利 益 ３ ５５,２８６ △１,７０５ ５６,９９１ 

 (除く国債等債券損益（５勘定尻）） ４ (     ５６,８１９) (     △４６) (     ５６,８６５)

  資 金 利 益 ５ ５０,１３９ １,９６８ ４８,１７１ 

  役 務 取 引 等 利 益 ６ ６,６６０ △２,２２７ ８,８８７ 

  そ の 他 業 務 利 益 ７ △１,５１２ △１,４４６ △６６ 

  （うち国債等債券損益） ８ (     △１,５３２) (   △１,６５８) (        １２６)

 国 際 業 務 粗 利 益 ９ ２,１８８ ２８６ １,９０２ 

 (除く国債等債券損益（５勘定尻）） １０ (       ３,３２１) (    ２４７) (       ３,０７４)

  資 金 利 益 １１ ２,８００ １６８ ２,６３２

  役 務 取 引 等 利 益 １２ １７２ △１８ １９０

  そ の 他 業 務 利 益 １３ △７８４ １３６ △９２０

  （うち国債等債券損益） １４ (     △１,１３２)  (    ３９) (     △１,１７１)

経 費 １５ ４１,５９５ △３５ ４１,６３０ 

 人 件 費 １６ ２２,９８３ ３９０ ２２,５９３ 

 物 件 費 １７ １６,９１３ △２６６ １７,１７９ 

 税 金 １８ １,６９８ △１５９ １,８５７ 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １９ １５,８８０ △１,３８３ １７,２６３ 

 除く国債等債券損益（５勘定尻） ２０ １８,５４５ ２３７ １８,３０８ 

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ２１ ３,４７０ ３,３２５ １４５ 

業 務 純 益 ２２ １２,４０９ △４,７０９ １７,１１８ 

 うち国債等債券損益（５勘定尻） ２３ △２,６６５ △１,６２１ △１,０４４ 

臨 時 損 益 ２４ △２４,７３４ △２０,７００ △４,０３４ 

 不 良 債 権 処 理 損 失 ２５ ６,４２８ １,８８４ ４,５４４ 

  貸 出 金 償 却 ２６ ２６ １７ ９ 

  個別貸倒引当金繰入額 ２７ ６,２８９ １,９２５ ４,３６４ 

  延 滞 債 権 等 売 却 損 ２８ １１２ △５８ １７０ 

 株 式 等 関 係 損 益 ２９ △１７,７６６ △１７,８５３ ８７ 

  株 式 等 売 却 益 ３０ １,３８４ △３,０７１ ４,４５５ 

  株 式 等 売 却 損 ３１ ２,３６４ １,６２５ ７３９ 

  株 式 等 償 却 ３２ １６,７８５ １３,１５８ ３,６２７ 

 そ の 他 臨 時 損 益 ３３ △５４０ △９６２ ４２２ 

経常利益又は経常損失（△） ３４ △１２,３２５ △２５,４０８ １３,０８３ 

特 別 損 益 ３５ △１１５ ８２１ △９３６ 

 う ち 固 定 資 産 処 分 損 益 ３６ △１２８ １５６ △２８４ 

 う ち 移 転 補 償 金 収 入 ３７ １４ △１１８ １３２ 

 う ち 減 損 損 失 ３８ １ △１０６ １０７ 

 うち役員退職慰労引当金繰入額 ３９ ― △４７２ ４７２ 

 うち睡眠預金払戻損失引当金繰入額 ４０ ― △２０６ ２０６ 

税 引 前 当 期 純 利 益 

又 は 税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ ) 
４１ △１２,４４０ △２４,５８７ １２,１４７ 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ４２ １００ △５,３１０ ５,４１０ 

法 人 税 等 調 整 額 ４３ △５,０９０ △４,８７３ △２１７ 

当期純利益又は当期純損失（△） ４４ △７,４５０ △１４,４０４ ６,９５４ 

与 信 関 連 費 用 

（２１＋２５） 
４５ ９,８９８ ５,２０８ ４,６９０ 

注．金額は、百万円未満を切り捨てて記載しております。
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（２）【連結】 

〈連結損益計算書ベース〉                              （単位 百万円） 

   
平成 21 年３月期 

平成 20 年３月期比 
平成 20 年３月期 

連 結 粗 利 益 １ ６０,０２１ △１,２４８ ６１,２６９

 資 金 利 益 ２ ５２,５６３ ２,１１９ ５０,４４４

 役 務 取 引 等 利 益 ３ ９,７５４ △２,０５８ １１,８１２

 そ の 他 業 務 利 益 ４ △２,２９７ △１,３１０ △９８７

営 業 経 費 ５ ４２,９４１ ７６２ ４２,１７９

そ の 他 の 経 常 損 益 ６ △２７,６４８ △２３,３８４ △４,２６４

 うち不良債権処理損失額 ７ １１,９１０ ５,３１１ ６,５９９

  貸 出 金 償 却 ８ ２１９ △２９１ ５１０

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ９ １１,２３５ ５,５３８ ５,６９７

   一般貸倒引当金繰入額 １０ ３,５９１ ３,２２６ ３６５

   個別貸倒引当金繰入額 １１ ７,６４４ ２,３１３ ５,３３１

  延 滞 債 権 売 却 損 １２ ４５５ ６３ ３９２ 

 う ち 株 式 等 関 係 損 益 １３ △１７,７３６ △１７,８４４ １０８

経常利益又は経常損失（△） １４ △１０,５６８ △２５,３９３ １４,８２５

特 別 損 益 １５ １２９ １,０９４ △９６５

 う ち 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 １６ ３ △１６ １９

  一般貸倒引当金戻入益 １７ － △０ ０

  個別貸倒引当金戻入益 １８ ３ △１６ １９

税金等調整前当期純利益又は 

税金等調整前当期純損失（△） 
１９ △１０,４３８ △２４,２９８ １３,８６０

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業税 ２０ ８００ △５,４０８ ６,２０８

法 人 税 等 調 整 額 ２１ △４,８７７ △４,６１０ △２６７

少 数 株 主 利 益 ２２ ８８５ １５３ ７３２

当期純利益又は当期純損失（△） ２３ △７,２４７ △１４,４３３ ７,１８６

与 信 関 連 費 用 （ ７ － １ ６） ２４ １１,９０７ ５,３２７ ６,５８０

注．連結粗利益 =(資金運用収益－資金調達費用)＋(役務取引等収益－役務取引等費用) 

                                ＋(その他業務収益－その他業務費用) 

 

（参考）                                      （単位 百万円） 

連 結 業 務 純 益 ２５ １４,１６６ △４,６９３ １８,８５９

注．連結業務純益 = 単体業務純益＋子会社経常利益－内部取引 

 

（連結対象会社数）                                   （単位 社） 

連 結 子 会 社 数 ９ ０ ９

持 分 法 適 用 会 社 数 ０ ０ ０

 

３．業務純益 

【単体】                                      （単位 百万円） 

  
平成 21 年３月期 

平成 20 年３月期比 
平成 20 年３月期 

（１）業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １５,８８０ △１,３８３ １７,２６３ 

 職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ） ６,３９２ △７７４ ７,１６６ 

（２）業 務 純 益 １２,４０９ △４,７０９ １７,１１８ 

 職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ） ４,９９５ △２,１１０ ７,１０５ 

注．職員数は期中平均人員を使用しております。 

21 年３月期 ２,４８４人 20 年３月期 ２,４０９人 
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４．利鞘 

 

 

 

 

 【単体】                                    （単位 ％） 

 
  平成 21 年３月期 

平成 20 年３月期比
平成 20 年３月期 

資 金 運 用 利 回 ① １.８９ △０.０４ １.９３ 

 貸 出 金 利 回 ② １.９４ △０.０１ １.９５ 

 有 価 証 券 利 回  １.６６ △０.０９ １.７５ 

資 金 調 達 原 価 ③ １.５９ △０.１０ １.６９ 

 預 金 等 利 回 ④ ０.２９ ０.００ ０.２９ 

 外 部 負 債 利 回  ２.２４ △０.６４ ２.８８ 

預 金 等 原 価 ⑤ １.５１ △０.０４ １.５５ 

 ( 預 金 ) 経 費 率  １.２２ △０.０４ １.２６ 

預 貸 金 レ ー ト 差 ②－④ １.６５ △０.０１ １.６６ 

預 貸 金 利 鞘 ②－⑤ ０.４３ ０.０３ ０.４０ 

総 資 金 利 鞘 ①－③ ０.３０ ０.０６ ０.２４ 

 【単体】                                    （単位 ％） 

 
国内業務部門  平成 21 年３月期 

平成 20 年３月期比
平成 20 年３月期 

資 金 運 用 利 回 ① １.７７ ０.０３ １.７４ 

 貸 出 金 利 回 ② １.９４ △０.０１ １.９５ 

 有 価 証 券 利 回  １.３６ ０.０５ １.３１ 

資 金 調 達 原 価 ③ １.５１ △０.０２ １.５３ 

 預 金 等 利 回 ④ ０.２８ ０.０２ ０.２６ 

 外 部 負 債 利 回  ２.１１ ０.０５ ２.０６ 

預 金 等 原 価 ⑤ １.４７ △０.０３ １.５０ 

 ( 預 金 ) 経 費 率  １.１９ △０.０４ １.２３ 

預 貸 金 レ ー ト 差 ②－④ １.６６ △０.０３ １.６９ 

預 貸 金 利 鞘 ②－⑤ ０.４７ ０.０２ ０.４５ 

総 資 金 利 鞘 ①－③ ０.２６ ０.０５ ０.２１ 

 

５．有価証券関係損益 

 【単体】                                   （単位 百万円） 

  
平成 21 年３月期 

平成 20 年３月期比
平成 20 年３月期 

国債等債券損益( ５勘定尻) △２,６６５ △１,６２１ △１,０４４ 

 売 却 益 ３,１８４ １,２４４ １,９４０ 

 償 還 益 ― ― ― 

 売 却 損 ２,１００ １６ ２,０８４ 

 償 還 損 １,０４１ １,０４１ ― 

 償 却 ２,７０６ １,８０６ ９００ 

株 式 等 損 益 ( ３ 勘 定 尻 ) △１７,７６６ △１７,８５３ ８７ 

 売 却 益 １,３８４ △３,０７１ ４,４５５ 

 売 却 損 ２,３６４ １,６２５ ７３９ 

 償 却 １６,７８５ １３,１５８ ３,６２７ 

資金運用利回は、貸出金利回及び有価証券利回の低下から前期比 0.04％低下しました。一方、資金調達原価が

0.10％低下したことから、総資金利鞘は前期比0.06％上昇し、0.30％となりました。 
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６．自己資本比率（国内基準） 

（１）【連結】                                    （単位  百万円） 

  平成 21 年３月末 

（ 速 報 値 ） 平成 20 年３月末比 
平成 20 年３月末 

(１)自己資本比率 ９.５４％ △０.６７％ １０.２１％ 

うちＴｉｅｒⅠ比率 ６.４４％ △０.６８％ ７.１２％ 

(２)ＴｉｅｒⅠ １３９,０７１ △８,８７８ １４７,９４９ 

(３)ＴｉｅｒⅡ ６８,５３０ ２,９４８ ６５,５８２ 

(イ)うち自己資本に計上された土地

再評価差額金 
３,０３７ １３ ３,０２４ 

(ロ)うち負債性資本調達 ５２,０００ ― ５２,０００ 

(４)控除項目 １,４６１ ８ １,４５３ 

(５)自己資本 ２０６,１４０ △５,９３８ ２１２,０７８ 

(６)リスク・アセット ２,１５８,８９６ ８２,６０１ ２,０７６,２９５ 

(７)総所要自己資本 ８６,３５５ ３,３０４ ８３,０５１ 
 
（２）【単体】                                   （単位  百万円） 

  平成 21 年３月末 

（ 速 報 値 ） 平成 20 年３月末比 
平成 20 年３月末 

(１)自己資本比率 ９.２０％ △０.７１％ ９.９１％ 

うちＴｉｅｒⅠ比率 ６.０８％ △０.７５％ ６.８３％ 

(２)ＴｉｅｒⅠ １２６,９２８ △９,６２３ １３６,５５１ 

(３)ＴｉｅｒⅡ ６６,１３７ ３,４８４ ６２,６５３ 

(イ)うち自己資本に計上された土地

再評価差額金 
３,０３７ １３ ３,０２４ 

(ロ)うち負債性資本調達 ５２,０００ ― ５２,０００ 

(４)控除項目 １,０４５ ４５ １,０００ 

(５)自己資本 １９２,０２１ △６,１８４ １９８,２０５ 

(６)リスク・アセット ２,０８５,６０９ ８７,１０６ １,９９８,５０３ 

(７)総所要自己資本 ８３,４２４ ３,４８４ ７９,９４０ 
 
注１．自己資本比率は、金融庁告示第 19 号「銀行法第 14 条の２の規定に基づき銀行がその保有する資産等に照ら

し自己資本の充実が適当であるかどうかを判断するための基準」に基づき算出しております。 

 

 

７．ＲＯＥ 

 【単体】                               （単位  ％） 

    
平成 21 年３月期

平成 20 年３月期比
平成 20 年３月期 

  

業 務 純 益 ベ ー ス ８.２５ △１.３２ ９.５７   

当 期 純 利 益 ベ ー ス △４.９５ △８.８４ ３.８９   

 

業務純益（または当期純利益） 
（注）  ＲＯＥ＝ 

(期首純資産の部合計＋期末純資産の部合計)÷２ 
× １００ 
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Ⅱ 貸出金等の状況 

 

 

 

１．リスク管理債権の状況 

   部分直接償却実施前・未収利息不計上基準（破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先の未収利息は不計上） 

（１）【単体】                                   （単位 百万円、％） 

   
平成 21 年３月末 

平成 20 年３月末比
平成 2 0 年３月末 

破 綻 先 債 権 額 １４,４２５ ６,０５９ ８,３６６

延 滞 債 権 額 ５６,３４７ △６,１６１ ６２,５０８

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ８６５ △４４ ９０９

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 ２２,５８１ △３,５３２ ２６,１１３

リ
ス
ク
管
理
債
権 合    計 ９４,２２０ △３,６７７ ９７,８９７

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） ２,７２７,７７１ １７７,８１６ ２,５４９,９５５

破 綻 先 債 権 額 ０.５２ ０.２０ ０.３２

延 滞 債 権 額 ２.０６ △０.３９ ２.４５

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ０.０３  ０.００ ０.０３

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 ０.８２ △０.２０ １.０２

貸
出
金
残
高
比
率 合    計 ３.４５ △０.３８ ３.８３

（参考）部分直接償却は実施しておりませんが、実施した場合は下記のとおりであります。 （単位 百万円、％） 

   
平成 21 年３月末 

平成 20 年３月末比 
平成 2 0 年３月末 

破 綻 先 債 権 額 ４,３６８ １,９００ ２,４６８

延 滞 債 権 額 ５０,４０６ △５,１１９ ５５,５２５

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ８６５ △４４ ９０９

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 ２２,５８１ △３,５３２ ２６,１１３

リ
ス
ク
管
理
債
権 合    計 ７８,２２２ △６,７９４ ８５,０１６

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） ２,７１１,７７３ １７４,６９９ ２,５３７,０７４

破 綻 先 債 権 額 ０.１６ ０.０７ ０.０９

延 滞 債 権 額 １.８５ △０.３３ ２.１８

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ０.０３ ０.００ ０.０３

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 ０.８３ △０.１９ １.０２

貸
出
金
残
高
比
率 合    計 ２.８８ △０.４７ ３.３５

（２）【連結】                                                                   （単位  百万円、％） 

 
  平成 2 1 年３月末 

平成 20 年３月末比 
平成 2 0 年３月末 

破 綻 先 債 権 額 １４,４７６ ６,０６２ ８,４１４

延 滞 債 権 額 ５６,６３６ △６,１４９ ６２,７８５

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ８８６ △４２ ９２８

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 ２２,５８１ △３,５３２ ２６,１１３

リ
ス
ク
管
理
債
権 合    計 ９４,５８０ △３,６６１ ９８,２４１

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） ２,７２１,１５２ １７７,３６４ ２,５４３,７８８

破 綻 先 債 権 額 ０.５３ ０.２０ ０.３３

延 滞 債 権 額 ２.０８ △０.３８ ２.４６

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ０.０３ ０.００ ０.０３

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 ０.８２ △０.２０ １.０２

貸
出
金
残
高
比
率 合    計 ３.４７ △０.３９ ３.８６

銀行単体のリスク管理債権は、前期比36億円減少し、942億円となりました。リスク管理債権の貸出金残高に占

める比率は前期比0.38％低下し、3.45％となりました。 



 

 

 

 ㈱大垣共立銀行(8361)平成21年３月期決算短信 

説明資料 10 

２．貸倒引当金の状況 

（１）【単体】                                   （単位 百万円、％） 

 
平成 2 1 年３月末 

平成 20 年３月末比 
平成 2 0 年３月末 

貸 倒 引 当 金 ４１,６９３ ５,７６１ ３５,９３２

 一 般 貸 倒 引 当 金 １１,１００ ３,４７１ ７,６２９

 個 別 貸 倒 引 当 金 ３０,５９３ ２,２９０ ２８,３０３

 特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 ― ― ―

特 定 債 務 者 支 援 引 当 金 ― ― ―

債 権 売 却 損 失 引 当 金 ― ― ―

リスク管理債権に対する引当 率 ４４.２５ ７.５５ ３６.７０

注１．一般貸倒引当金は次のとおりに計上しております。 

正常先債権につきましては、過去の一定期間の貸倒実績率に基づいた予想損失率の１年分の予想損失額

を引当てております。 

要注意先債権につきましては、まず、要管理先債権とその他の要注意先債権を区分しております。その

他の要注意先債権につきましては、過去の一定期間の貸倒実績率に基づいた予想損失率の１年分の予想損

失額を引当てております。また、要管理先債権につきましては、担保・保証等により保全されていない部

分の貸倒実績率に基づいた予想損失率の３年分の予想損失額を引当てております。 

２．個別貸倒引当金は次のとおりに計上しております。 

① 破綻先（会社更生、民事再生、破産、特別清算及び手形交換所における取引停止処分等、法的・形式

的な経営破綻の事実が発生している債務者）及び実質破綻先（実質的に経営破綻に陥っている債務者）

につきましては、債権額から担保・保証による回収見込額を控除した残額を引当てております。 

② 破綻懸念先（現状経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務

者）につきましては、債権額から担保・保証による回収見込額を控除した残額のうち、債務者の支払能

力等を多角的に分析し今後３年間における予想損失額を引当てております。 

 

（２）【連結】                                                                   （単位  百万円、％） 

 
平成 2 1 年３月末 

平成 20 年３月末比 
平成 2 0 年３月末 

貸 倒 引 当 金 ４８,４７３ ６,２３３ ４２,２４０

 一 般 貸 倒 引 当 金 １４,１２２ ３,５６４ １０,５５８

 個 別 貸 倒 引 当 金 ３４,３５１ ２,６７０ ３１,６８１

 特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 ― ― ―

特 定 債 務 者 支 援 引 当 金 ― ― ―

債 権 売 却 損 失 引 当 金 ― ― ―

リスク管理債権に対する引当 率 ５１.２５ ８.２６ ４２.９９

 

３．リスク管理債権に対するカバー率 

【単体】                                      （単位 百万円、％） 

 
 平成 21 年３月末 

平成 20 年３月末比 
平成 2 0 年３月末 

リ ス ク 管 理 債 権 （ Ａ ） ９４,２２０ △３,６７７ ９７,８９７

担 保 等 保 全 額 （ Ｂ ） ４３,１５４ △６,１１２ ４９,２６６

貸 倒 引 当 金 （ Ｃ ） ３３,７６１ ２,８８７ ３０,８７４

    

引 当 率 （ Ｃ ÷ Ａ ） ３５.８３ ４.３０ ３１.５３

カバー率（（Ｂ＋Ｃ）÷Ａ） ８１.６３ △０.２３ ８１.８６
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４．金融再生法開示債権と保全状況【単体】 

（１）金融再生法開示債権                             （単位  百万円、％） 

  

 
平成 21 年３月末 

平成 20 年３月末比
平成 20 年３月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ２７,５３６ ２,８２５ ２４,７１１

危 険 債 権 ４４,０８３ △２,９３８ ４７,０２１

要 管 理 債 権 ２３,４４６ △３,５７７ ２７,０２３

小   計   (Ａ) ９５,０６７ △３,６８８ ９８,７５５

正 常 債 権 ２,６８４,６１２ １７４,５６９ ２,５１０,０４３

債  権  合  計（Ｂ） ２,７７９,６７９ １７０,８８０ ２,６０８,７９９

債権合計に占める割合(Ａ÷Ｂ) ３.４２ △０.３６ ３.７８

 

（２）保全状況 

①金融再生法開示債権額に対する保全状況                    （単位  百万円、％） 

  

 
平成 21 年３月末 

平成 20 年３月末比
平成 20 年３月末 

保     全     額 ( Ｃ ) ７７,７３４ △３,２６５ ８０,９９９

 貸 倒 引 当 金 ３４,０７３ ３,００６ ３１,０６７

 特 定 債 務 者 引 当 金 ― ― ―

 担 保 保 証 等 ４３,６６１ △６,２７０ ４９,９３１

保   全    率 (Ｃ÷Ａ） ８１.７６ △０.２５ ８２.０１

注．貸倒引当金には、要管理債権に対する一般貸倒引当金を含めております。 

 

②金融再生法開示債権区分ごとの保全状況 

イ．平成 21 年３月末                                      （単位  百万円、％） 

 与 信 残 高
担保・保証に

よ る 保 全 額
引 当 額 保 全 額 保 全 率

破 産 更 生 債 権 及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権
２７,５３６ ９,３４８ １８,１８８ ２７,５３６ １００.００

危 険 債 権 ４４,０８３ ２４,８７４ １２,２５４ ３７,１２８ ８４.２２

要 管 理 債 権 ２３,４４６ ９,４３８ ３,６３０ １３,０６９ ５５.７３

合     計 ９５,０６７ ４３,６６１ ３４,０７３ ７７,７３４ ８１.７６

 

ロ．平成 20 年３月末                                      （単位  百万円、％） 

 与 信 残 高
担保・保証に

よ る 保 全 額
引 当 額 保 全 額 保 全 率

破 産 更 生 債 権 及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権
２４,７１１ ９,８０２ １４,９０８ ２４,７１１ １００.００

危 険 債 権 ４７,０２１ ２７,１０２ １３,１４６ ４０,２４８ ８５.５９

要 管 理 債 権 ２７,０２３ １３,０２７ ３,０１２ １６,０３９ ５９.３５

合     計 ９８,７５５ ４９,９３１ ３１,０６７ ８０,９９９ ８２.０１
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５．不良債権の開示基準別の残高【単体】 

（１）平成 21 年３月期末 

                              （単位 億円） 

自己査定結果（債務者区分別） 金融再生法基準 リスク管理債権

分    類 区 分 
与信残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

区 分 
与信残高

担保・保

証による

保 全 額
引当額 保全率 区 分 

貸出金
残 高

    

118 31 ― ― 
破 綻 先 

149 
<47> 

  (11) (102)

破綻先債権 144 
<43>

    

82 45 ― ― 

 
実 質 破 綻 先 

126 
<67>   (10) (60)

破 産 更 生
債 権 及 び
こ れ ら に
準ずる債権

275 
<114> 

93 182 100.0% 

    

228 143 70  

 
破 綻 懸 念 先 

441 
   (123)  

危 険 債 権
441 

249 123 84.2% 

延滞債権 563 
<504>

３カ月以上 
延滞債権 8 

要管理債権
(貸出金のみ)

234 
94 36 55.7% 

貸出条件
緩和債権 225 

要管理先 

312 
40 272 

  

小 計 
951 
<789> 

437 341 81.7% 合 計 942 
<782>

要 
 

注 
 

意 
 

先 

要管理先 

以外の要 

注 意 先 
4,246 

1,825 2,421 

  

正 常 先 
22,523 

22,523 

   
正 常 債 権

26,846 

合 計 
27,797 

〈27,636〉 
24,816 2,911 

70 
(143) 

― 
(161)

合 計 
27,797 

〈27,636〉

 
金融再生法基準に基づく不良債権比率 

3.4% 
総貸出に占めるリスク管理債権比率 

3.4% 
(参考) 
部分直接償却した場合の不良債権比率 

2.8% 
部分直接償却した場合のリスク管理債権比率

2.8% 
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（２）平成 20 年３月期末 

                                    （単位 億円） 

自己査定結果（債務者区分別） 金融再生法基準 リスク管理債権

分    類 区 分 
与信残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

区 分 
与信残高

担保・保

証による

保 全 額
引当額 保全率 区 分 

貸出金
残 高

    

72 16 ― ― 
破 綻 先 

88 
<29>> 

  (8) (59)

破綻先債権 83 
<24>

    

111 47 ― ― 

 
実 質 破 綻 先 

159 
<89>   (12) (70)

破 産 更 生
債 権 及 び
こ れ ら に
準ずる債権

247 
<118> 

98 149 100.0% 

    

246 156 68  

 
破 綻 懸 念 先 

470 
   (131)  

危 険 債 権
470 

271 131 85.5% 

延滞債権 625 
<555>

３カ月以上 
延滞債権 9 

要管理債権
(貸出金のみ)

270 
130 30 59.3% 

貸出条件
緩和債権 261 

要管理先 

374 
70 304 

  

小 計 
988 
<858> 

499 311 82.0% 合 計 978 
<850>

要 
 

注 
 

意 
 

先 

要管理先 

以外の要 

注 意 先 
3,694 

1,645 2,050 

  

正 常 先 
21,303 

21,303 

   
正 常 債 権

25,100 

合 計 
26,088 

〈25,959〉 
23,447 2,573 

68 
(151) 

― 
(129)

合 計 
26,088 

〈25,959〉

 
金融再生法基準に基づく不良債権比率 

3.7% 
総貸出に占めるリスク管理債権比率 

3.8% 
(参考) 
部分直接償却した場合の不良債権比率 

3.3% 
部分直接償却した場合のリスク管理債権比率

3.3% 

 

（注）１．記載金額は自己査定結果（債務者区分別）、金融再生法基準については億円未満を四捨五入、リスク

管理債権については億円未満を切り捨てて表示しております。なお、比率については、小数点第２位以

下を切り捨てて表示しております。 

２．自己査定結果（債務者区分別）は、貸出金等与信関連債権を対象としております。金融再生法基準は、

貸出金等与信関連債権を対象としておりますが、要管理債権については貸出金のみを対象としておりま

す。また、リスク管理債権は、貸出金を対象としております。 

３．貸出金等与信関連債権には、貸出金、支払承諾見返、外国為替、銀行保証付私募債、貸出金に準ずる

仮払金及び未収利息を含めております。 

４．自己査定結果（債務者区分別）における(  )内は分類額に対する引当額であります。なお、破綻先・

実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類は全額引当済みであります。 

５．当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の与信額を<  >内に記載しております。 
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６．業種別貸出状況等 

（１）業種別貸出金【単体】 

（単位  百万円） 

   

  
平成 21 年３月末 

平成 20 年３月末比 
平成 20 年３月末 

国 内 店 分 

（除く特別国際金融取引勘定） 
２,７２７,７７１ １７７,８１６ ２,５４９,９５５

 製 造 業 ５４２,０１０ ７２,３５８ ４６９,６５２

 農 業 ５,０５４ △１２５ ５,１７９

 林 業 ２,４５０ △６０ ２,５１０

 漁 業 ６９ △１０ ７９

 鉱 業 ３,６３５ △７９９ ４,４３４

 建 設 業 １３７,２９８ ４１８ １３６,８８０

 電気・ガス・熱供給・水道業 １０,４３８ △２８３ １０,７２１

 情 報 通 信 業 １１,５７２ ９９６ １０,５７６

 運 輸 業 ６４,８６９ ５,７５４ ５９,１１５

 卸 売 ・ 小 売 業 ３６８,１９６ ７,８０９ ３６０,３８７

 金 融 ・ 保 険 業 ５７,３４２ △９,５２６ ６６,８６８

 不 動 産 業 ２５８,４７９ １２,５７０ ２４５,９０９

 各 種 サ ー ビ ス 業 ２４７,９３５ ８,７１８ ２３９,２１７

 地 方 公 共 団 体 １２４,６５１ ５,１０２ １１９,５４９

 個 人 ８９３,７６６ ７４,８９４ ８１８,８７２

 そ の 他 ― ― ― 

合 計 ２,７２７,７７１ １７７,８１６ ２,５４９,９５５

 

（２）業種別リスク管理債権【単体】                          

（単位  百万円） 

   

  
平成 21 年３月末 

平成 20 年３月末比 
平成 2 0 年３月末 

国 内 店 分 

（除く特別国際金融取引勘定） 
９４,２２０ △３,６７７ ９７,８９７

 製 造 業 ２２,３０２ １,０６９ ２１,２３３

 農 業 １,５５４ △６３ １,６１７

 林 業 １ △２７ ２８

 漁 業 ― △０ ０

 鉱 業 ５５９ △３６ ５９５

 建 設 業 ８,４４３ △３,４７１ １１,９１４

 電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― 

 情 報 通 信 業 １,０８４ ２ １,０８２

 運 輸 業 ５２８ １７９ ３４９

 卸 売 ・ 小 売 業 １７,２３０ △３,７０２ ２０,９３２

 金 融 ・ 保 険 業 ４９８ ５２ ４４６

 不 動 産 業 １９,５３９ ３,８０５ １５,７３４

 各 種 サ ー ビ ス 業 １３,４６６ △１,３０１ １４,７６７

 地 方 公 共 団 体 ― ― ― 

 個 人 ９,００９ △１８７ ９,１９６

 そ の 他 ― ― ― 

合 計 ９４,２２０ △３,６７７ ９７,８９７
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（３）消費者ローン残高【単体】                                                   （単位  百万円） 

   

  
平成 2 1 年３月末 

平成 20 年３月末比
平成 2 0 年３月末 

消 費 者 ロ ー ン 残 高 ８９０,８８７ ７６,１３２ ８１４,７５５

 う ち 住 宅 ロ ー ン 残 高 ８４１,３２９ ８１,３９３ ７５９,９３６

 う ち そ の 他 ロ ー ン 残 高 ４９,５５８ △５,２６１ ５４,８１９

 

（４）中小企業等貸出比率【単体】                                                （単位  百万円、％） 

   

  
平成 2 1 年３月末 

平成 20 年３月末比
平成 2 0 年３月末 

中 小 企 業 等 貸 出 比 率 ８０.１２ △０.７７ ８０.８９

中 小 企 業 等 貸 出 金 残 高 ２,１８５,６０５ １２２,８５８ ２,０６２,７４７

 

 

７．国外向け貸出状況 

該当ありません。 

 

 

８．預金・譲渡性預金、貸出金の残高【単体】                       

（単位 百万円） 

   

  
平成 21 年３月末 

平成 20 年３月末比
平成 20 年３月末 

預 金 ３,４４３,８４５ １３４,９２０ ３,３０８,９２５

 う ち 法  人  預  金 ７４１,１５３ １７,５３２ ７２３,６２１

 う ち 個  人  預  金 ２,５６３,８９２ １１８,９１６ ２,４４４,９７６

譲 渡 性 預 金 ３６,８２２ ４,８６０ ３１,９６２

貸 出 金 ２,７２７,７７１ １７７,８１６ ２,５４９,９５５
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Ⅲ その他 

１．有価証券の評価損益 

（１）有価証券の評価基準 

 売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）  

 満期保有目的有価証券 償却原価法  

 その他有価証券 時価のあるもの 時価法（評価差額を全部純資産直入） 

  時価のないもの 原価法又は償却原価法  

 子会社株式及び関連会社株式 原価法  

  （参考） 

 運用目的の金銭の信託 時価法（評価差額を損益処理）  

 時価のあるもの 時価法（評価差額を全部純資産直入） 

 

買入金銭債権中の

信託受益権 時価のないもの 原価法又は償却原価法  

 

（２）評価損益 

【連結】                                      （単位  百万円） 

   平 成 2 1 年 ３ 月 末 平 成 2 0 年 ３ 月 末 

   評価損益    評価損益   

    20 年 3 月比 評価益 評価損  評価益 評価損 

 満 期 保 有 目 的 59 △19 60 1 78 81 2

 その他有価証券 12,824 △25,008 19,056 6,231 37,832 49,384 11,552

  株 式 10,558 △26,544 12,966 2,408 37,102 39,853 2,751

  債 券 2,742 △3,936 4,310 1,567 6,678 7,673 995

  そ の 他 △476 5,472 1,779 2,255 △5,948 1,857 7,806

 合 計 12,883 △25,027 19,116 6,233 37,910 49,465 11,555

  株 式 10,558 △26,544 12,966 2,408 37,102 39,853 2,751

  債 券 2,801 △3,955 4,370 1,569 6,756 7,754 997

  そ の 他 △476 5,472 1,779 2,255 △5,948 1,857 7,806

注１．「その他有価証券」については時価評価しておりますので、上記の表上は貸借対照表計上額と取得原価と

の差額を計上しております。 

２．平成 21 年３月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、7,923 百万円であります。 

 

【単体】                                      （単位  百万円） 

   平 成 2 1 年 ３ 月 末 平 成 2 0 年 ３ 月 末 

   評価損益    評価損益   

    20 年 3 月比 評価益 評価損  評価益 評価損 

 満 期 保 有 目 的 21 △19 22 1 40 42 1

 その他有価証券 12,679 △24,632 18,906 6,227 37,311 48,863 11,552

  株 式 10,413 △26,168 12,816 2,403 36,581 39,332 2,751

  債 券 2,742 △3,936 4,310 1,567 6,678 7,673 995

  そ の 他 △476 5,472 1,779 2,255 △5,948 1,857 7,806

 合 計 12,700 △24,652 18,928 6,228 37,352 48,905 11,553

  株 式 10,413 △26,168 12,816 2,403 36,581 39,332 2,751

  債 券 2,763 △3,956 4,332 1,569 6,719 7,715 996

  そ の 他 △476 5,472 1,779 2,255 △5,948 1,857 7,806

注１．「その他有価証券」については時価評価しておりますので、上記の表上は貸借対照表計上額と取得原価と

の差額を計上しております。 

２．平成21年３月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、7,907百万円であります。
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２．退職給付債務に関する事項 

（１）退職給付債務残高 

【単体】                                                                              (単位  百万円) 

  平成21年３月期 平成20年３月期 

退職給付債務 （A） △３１,３３０ △３１,３９１ 

年金資産 （B）    ２０,４９７    ２６,０７５ 

未積立退職給付債務 （C）＝ （A）＋（B） △１０,８３２ △５,３１６ 

会計基準変更時差異の未処理額 （D） ―  ―  

未認識数理計算上の差異 （E） １０,５９８ ５,６２６ 

未認識過去勤務債務 （F）    ―       △２５２ 

貸借対照表計上額純額 
（G）＝（C）＋（D）

＋（E）＋（F）
△２３４ ５７ 

前払年金費用 （H）      ４,７３０      ４,９０４ 

退職給付引当金 （G）－（H）    △４,９６４    △４,８４７ 

  【連結】                                                        （単位 百万円） 

  平成21年３月期 平成20年３月期 

退職給付債務 （A） △３１,８１５ △３１,８６８ 

年金資産 （B）     ２０,８３８    ２６,４３７ 

未積立退職給付債務 （C）＝ （A）＋（B） △１０,９７６ △５,４３０ 

会計基準変更時差異の未処理額 （D） ―  ―  

未認識数理計算上の差異 （E） １０,５９８ ５,６２６ 

未認識過去勤務債務 （F）    ―     △２５２ 

連結貸借対照表計上額純額 
（G）＝（C）＋（D）

＋（E）＋（F）
△３７７ △５６ 

前払年金費用 （H）      ４,７３０      ４,９０４ 

退職給付引当金 （G）－（H）    △５,１０８    △４,９６１ 

 

（２）退職給付費用 

【単体】                                            （単位 百万円） 

 平成21年３月期 平成20年３月期 

勤務費用 １,０１５ １,０４７ 

利息費用 ６２６ ６１７ 

期待運用収益 △８２７ △９７９ 

過去勤務債務の費用処理額 △２５２ △２５２ 

数理計算上の差異の費用処理額 ５６５ ８２ 

会計基準変更時差異の費用処理額 ―  ―  

その他（臨時に支払った割増退職金等）     ―         １０ 

退職給付費用     １,１２８      ５２５ 

  【連結】                                                                 （単位 百万円） 

 平成21年３月期 平成20年３月期 

勤務費用 １,１１８ １,１３５ 

利息費用 ６２６ ６１７ 

期待運用収益 △８２７ △９７９ 

過去勤務債務の費用処理額 △２５２ △２５２ 

数理計算上の差異の費用処理額 ５６５ ８２ 

会計基準変更時差異の費用処理額 ―  ―  

その他（臨時に支払った割増退職金等）     ―         １０ 

退職給付費用   １,２３１    ６１４ 
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３．平成 22 年３月期業績予想 

（１）【単体】 

（単位  百万円） 

平成 22 年３月期（予想） 平成 21 年３月期（実績） 
 

通 期 ( Ａ ) 中 間 期 通期（Ｂ） 中 間 期 
(Ａ)－(Ｂ) 

経 常 収 益 ７８,２００ ３９,７００ ８７,２６２ ４６,３４５ △９,０６２

経 常 利 益 

又は経常損失（△） 
８,６００ ４,１００ △１２,３２５ ５,４９５ ２０,９２５

当期（中間）純利益 

又は当期純損失（△） 
５,４００ ２,７００ △７,４５０ ３,０９５ １２,８５０

業 務 純 益 １４,４００ ７,３００ １２,４０９ ７,７９７ １,９９１

業 務 純 益 

（一般貸倒引当金繰入前） 
１５,４００ ８,８００ １５,８８０ ８,９５８ △４８０

与 信 関 連 費 用 

（除く一般貸倒引当金繰入額） 
５,５００ ３,１００ ６,４２８ ５８７ △９２８

与 信 関 連 費 用 

（含む一般貸倒引当金繰入額） 
６,５００ ４,６００ ９,８９８ １,７４８ △３,３９８

・経常収益は、有価証券市場の動向を踏まえ減少することを見込み、前期比 90 億円減少の 782 億円と予想して

おります。 

・業務純益は、前期比 19 億円増加の 144 億円と予想しております。 

・経常利益、当期純利益はそれぞれ前期比 209 億円、128 億円増加して、それぞれ 86 億円、54 億円と予想して

おります。 

 

（２）【連結】 

（単位  百万円） 

平成 22 年３月期（予想） 平成 21 年３月期（実績） 
 

通 期 ( Ａ ) 中 間 期 通期（Ｂ） 中 間 期 
(Ａ)－(Ｂ) 

経 常 収 益 １０４,７００ ５２,９００ １１４,６２４ ６０,１２７ △９,９２４

経 常 利 益 

又は経常損失（△） 
９,７００ ４,８００ △１０,５６８ ６,８７９ ２０,２６８

当期（中間）純利益 

又は当期純損失（△） 
５,５００ ２,７００ △７,２４７ ３,２７２ １２,７４７

・連結ベースでの平成 22 年３月通期業績予想は、連結決算の大部分を占める当行の平成 22 年３月通期業績予

想を受けて上記のように予想しております。 

 

 

 

 

  

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後
様々な要因によって予想数値とは異なる可能性があります。 
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